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第１章 計画策定にあたって 

１．計画策定の背景 

本市では、「 学び楽し むまちづく り  ～次代を担う 人と 豊かな文化を育む～」 を基本理念に掲げ、

家庭・ 地域・ 学校・ 行政が密接に連携し 、 子ども たちが生き 生き と 学び、 健やかに成長でき る教育

の推進を目指し ています。  

一方で、 全国的に人口減少・ 少子化が進行する中、 本市においても 児童生徒数はピーク 時から 大

き く 減少し ており 、 今後も 減少傾向が続く こ と が見込まれています。 また、 地域によっ て児童生徒

数の動向が異なり 、 普通教室等の余裕がない学校がある一方で、 単学級が生じ るなど小規模化が進

む学校も みら れ、 学校間で規模の差が生じ ています。  

こ のよう な状況のも と 、 子ども たちが一定規模の集団の中で、 多様な他者と 協働的に学び合い、

一人ひと り の可能性を 伸ばすこ と ができ る 教育環境を 将来にわたっ て確保し ていく こ と が重要で

す。 あわせて、 社会情勢や教育課題の変化に対応し 、 こ れから の時代に求めら れる新たな学びに対

応し た教育環境を整えていく 必要があり ます。  

さ ら に、 最も 古い校舎では建築から ６ ０ 年以上が経過するなど、 学校施設の老朽化も 進行し てお

り 、 子ども たちの安全確保はも ちろ んのこ と 、 将来の児童生徒数や学校配置を見据えた計画的な教

育施設の整備が求めら れています。  

こ う し た背景を踏まえ、 本市では、 令和７ 年度に本計画の一部と し て、 目指すべき 学校のあり 方

を示し た「 将来ビジョ ン」 をと り まと めまし た。  

本計画は、 こ の将来ビジョ ンを踏まえ、 児童生徒数や学級数の将来推計、 学校規模や配置、 学校

施設の現状等を総合的に捉え、 具体的な学校再編の方向性を示すと と も に、 子ども たちにと っ て最

適な教育環境を将来にわたっ て確保し 、持続可能な学校運営を実現するこ と を目的に策定するも の

です。  

 

  



 

2 

２．計画の位置づけ 

本計画は、上位計画である「 白岡市総合振興計画」 をはじ め、「 白岡市教育振興基本計画」 や「 白

岡市立学校の適正規模・ 適正配置に関する計画策定の基本方針」 に則ると と も に、 他の関連する計

画と も 整合を図り ます。  

 

図表 本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の期間 

本計画の期間は、 令和９ （ ２ ０ ２ ７ ） 年度から 令和２ ８ （ ２ ０ ４ ６ ） 年度までの２ ０ 年間と し ま

す。  

ただし 、 学校を取り 巻く 環境や社会情勢の変化により 、 内容の見直し が必要と 判断し た場合は、

見直し を行います。  
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第２章 学校を取り巻く現状と課題 

１．人口・児童生徒数の推移と将来推計 

① 市全体の推移（市全体） 

人口は、 令和２ （ ２ ０ ２ ０ ） 年に５ ２ ， ２ １ ４ 人と なっ ており 、 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年に

は５ ２ ， ２ ７ ６ 人と なる 見込みですが、 その後は減少傾向に転じ 、 ２ ５ 年後の令和２ ７ （ ２

０ ４ ５ ） 年には令和２ （ ２ ０ ２ ０ ） 年と 比べて６ ％、 人数にし て３ ， １ １ ９ 人減の４ ９ ， ０

９ ５ 人になる と 予測さ れています。 また、 高齢化率は、 令和２ （ ２ ０ ２ ０ ） 年の２ ８ ． ２ ％

から 令和２ ７ （ ２ ０ ４ ５ ） 年には３ ６ ． ４ ％と なり 、 ８ ． ２ ポイ ン ト 上昇する 見込みと なっ

ています。  

 

図表 白岡市全体の人口推移 
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老年人口 老年人口比率

実績値 推計値

6％減
（人）

出典：白岡市立地適正化計画（令和５年５月） 
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② 市全体の推移（児童生徒数） 

児童生徒数は、 現在（ 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年） ３ ， ８ ６ ９ 人と な っ て おり 、 昭和５ ９       

（ １ ９ ８ ４ ） 年のピ ーク 時と 比べて３ ６ ％、 人数にし て２ ， １ ５ ４ 人の減少がみら れます。

今後も 減少傾向は続く 見込みで、１ ０ 年後の令和１ ７（ ２ ０ ３ ５ ） 年には現在よ り １ ７ ％（ ６

５ １ 人） 減、 ２ ０ 年後の令和２ ７ 年（ ２ ０ ４ ５ ） 年には２ ０ ％（ ７ ７ ８ 人） 減、 さ ら に４ ０

年後の２ ０ ６ ５ 年には３ ３ ％（ １ ， ２ ７ ８ 人） 減と なる と 予測さ れています。  

 

 

図表 児童生徒数の長期推計（白岡市全体） 
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中学校学級数（特支なし） 小学校学級数（特支なし） 児童生徒数（ALL) 生徒数（中学校） 児童数（小学校）

（人） （学級数）

（年度）

現在10年前20年前30年前40年前 10年後 20年後 30年後

児童数ピーク
1982(S57)年
4,090人

3,709人

3,052人

1,650人

4,702人

4,479人

3,016人

1,463人

4,011人

2,625人

1,386人

2,620人

1,249人

2,157人

1,061人

1984年ピークから
36％(2,154人）減

児童生徒数ピーク
1984(S59)年
6,023人

現在から10年後（2035年）
17％(651人）減

生徒数ピーク
1985(S60)年
2,155人

2,072人

1,019人

2,949人

1,971人

978人

1,714人

877人

現在から40年後（2065年）
33％(1,278人）減

現在から20年後（2045年）
20％(778人）減

3,218人

（人）

5,864人

（学級数）
40年後

2025(Ｒ7)年
3,869人

2065(Ｒ47)年
2,591人3,091人

※ 本推計は、令和７年度中に実施したものです。 
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③ 中学校区の推移 

菁莪中学校区では、 昭和５ ６ （ １ ９ ８ １ ） 年のピ ーク 時２ ， ０ ８ ２ 人から 令和７ （ ２ ０ ２

５ ） 年現在は３ ２ ８ 人と なっ ており 、 ８ ４ ％の減少と なっ ています。 こ の減少率は、 市内の

中学校区の中で最も 大き いも のです。 また、 １ ０ 年前の平成２ ７ （ ２ ０ １ ５ ） 年から 令和７

（ ２ ０ ２ ５ ） 年にかけても 、 菁莪中学校区は２ ６ ％減と 大き な減少が続いています。  

現在から １ ０ 年後の令和１ ７ （ ２ ０ ３ ５ ） 年には、 篠津中学校区が２ ４ ％減、 菁莪中学校

区が３ ３ ％減と 、 両校区と も 大き く 減少する と 予測さ れています。 さ ら に、 現在から ２ ０ 年

後の令和２ ７ （ ２ ０ ４ ５ ） 年には、 菁莪中学校区が４ ８ ％減と なり 、 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年

時点から ほぼ半減する 見込みと なっ ています。  

 

 

図表 中学校区ごとの児童生徒数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人
中学校区 2025 2045 変化率

篠津中 1,383 1,107 -20%

菁莪中 328 172 -48%

南中 1,001 850 -15%

白岡中 1,157 962 -17%

市全体 3,869 3,091 -20%

単位：人
中学校区 2025 2035 変化率

篠津中 1,383 1,054 -24%

菁莪中 328 220 -33%

南中 1,001 854 -15%

白岡中 1,157 1,090 -6%

市全体 3,869 3,218 -17%

単位：人
中学校区 2015 2025 変化率

篠津中 1,369 1,383 1%

菁莪中 442 328 -26%

南中 1,127 1,001 -11%

白岡中 1,073 1,157 8%

市全体 4,011 3,869 -4%
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1982年
1,758人

1981年
2,082人

1989年
1,711人

1982年
南中学校開校

1990年
白岡中学校開校
篠津中と分離

1990年
1,645人

1,383人

1,157人

1,001人

328人
220人 172人

854人 850人

1,054人

1,107人1,090人

962人

1995年
白岡東小学校
開校

駅前の開発

単位：人

篠津中 1,711 1,383 -19%

菁莪中 2,082 328 -84%

南中 1,758 1,001 -43%

白岡中 1,645 1,157 -30%

3,869

中学校区
各中学校区

のピーク
2025 変化率

現在20年前30年前40年前 10年後 20年後10年前

（年度）

※ 本推計は、令和７年度中に実施したものです。 



 

6 
 

２．学校規模の現状と今後の見込み 

① 過去２０年間 

平成１ ７ （ ２ ０ ０ ５ ） 年時点で、 菁莪中学校は中学校の小規模校の基準に分類さ れる ６ 学

級と なっ ており 、 その後も 生徒数が減少し 、 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年現在では４ 学級と 、 さ ら

に小規模校化が進行し ています。  

菁莪小学校においても 、 平成２ ６ （ ２ ０ １ ４ ） 年から 小学校の小規模校の基準に分類さ れ

る １ １ 学級と なっ ており 、 児童数の減少が続き 、 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年現在では８ 学級と な

り 、 小規模校化が進行し ています。 一方で、 西小学校は、 平成２ ０ （ ２ ０ ０ ８ ） 年以降、 児

童数が増加傾向にあり 、 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年現在では２ ４ 学級と なっ ています。  

（ 大山小学校は令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年３ 月３ １ 日を も っ て閉校し 、 西小学校へ統合さ れま

し た。）  

図表 学校別・児童生徒数・学級数の変化【過去２０年間】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
426 430 429 414 417 412 427 433 430 427 430 433
12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
405 415 412 443 431 441 445 464 478 469 477 481
14 14 12 13 13 13 14 14 14 15 15 15
528 543 536 533 538 534 537 504 489 488 462 475
18 18 18 18 18 17 17 16 16 16 15 15
404 405 389 378 388 379 398 367 379 368 401 384
12 12 12 12 12 11 11 10 11 11 12 11
565 549 559 570 581 585 587 611 606 604 598 615
18 18 18 18 18 18 19 19 18 19 18 18
113 116 117 113 111 101 102 100 92 90 74 68
6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

225 216 245 236 240 207 207 190 173 177 171 163
6 6 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6

476 469 414 415 383 355 330 309 303 274 271 273
15 15 12 14 12 12 12 12 12 11 11 11
408 431 416 448 435 435 387 381 402 396 384 371
12 13 12 12 12 12 11 11 12 12 12 12
929 902 883 835 792 789 766 756 743 732 743 746
26 26 26 24 24 24 23 23 23 22 22 22

篠津小学校

西小学校

南小学校

南中学校

大山小学校

菁莪小学校

菁莪中学校

白岡東小学校

白岡中学校

学校名

篠津中学校

10年前20年前

10年前（2015年）

6
大山小

12

15

篠津中

篠津小 15

白岡東小

1218
白岡中西小

12
南中22

南小

11 6
菁莪中

菁莪小

東北自動車道

※ 本推計は、令和７年度中に 

実施したものです。 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
430 433 443 444 454 436 450 453 466 445 425
12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
477 481 485 473 461 483 485 479 472 480 480
15 15 17 17 16 16 15 16 15 16 16
462 475 457 459 467 475 483 485 492 497 478
15 15 14 15 14 14 15 16 17 18 17
401 384 372 353 355 351 318 313 316 338 369
12 11 11 10 9 9 9 9 9 9 10
598 615 609 613 643 679 726 742 767 758 788
18 18 18 18 19 20 21 22 23 24 24
74 68 64 64 61 52 60 64 59 46
6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

171 163 138 123 126 124 137 137 134 117 103
6 6 6 5 5 5 6 6 5 4 4

271 273 270 272 261 258 243 234 230 224 225
11 11 11 11 11 11 9 8 9 9 8
384 371 364 358 353 347 370 372 368 342 352
12 12 10 10 10 9 10 10 10 10 10
743 746 724 734 739 747 729 725 723 660 649
22 22 21 20 21 22 21 23 24 23 21

10年前 現在上段：児童生徒数（人）、下段：普通学級数

現在（2025年）

12

16

篠津中

篠津小 17

白岡東小

1024
白岡中西小

10
南中21

南小

8 4
菁莪中

菁莪小

東北自動車道

※大山小学校は2025年3月31日をもって閉校。

中学校区

：9～18学級

：3～8学級

：19学級以上

小学校 中学校（通常学級）
：2学級以下

地図凡例

：12～24学級

：6～11学級

：25学級以上

：5学級以下

：小規模一歩手前

小学校：６学級～11学級
中学校：３学級～８学級

小学校：５学級以下
中学校：２学級以下 19学級以上

小学校：
中学校：

25学級以上

（年度） 
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② 今後２０年間 

菁莪中学校、 菁莪小学校は、 今後２ ０ 年間も 児童生徒数の減少が続き 、 令和１ １ （ ２ ０ ２

９ ） 年には菁莪小学校が６ 学級、 令和１ ４ （ ２ ０ ３ ２ ） 年には菁莪中学校が３ 学級と ク ラ ス

替えができ ない学級数になる 見込みです。  

また、 １ ０ 年後の令和１ ７ （ ２ ０ ３ ５ ） 年においては、 篠津小学校、 白岡東小学校、 南中

学校が小規模校一歩手前の学級数になる 見込みと なっ ています。  

 

 

 

図表 学校別・児童生徒数・学級数の変化【今後２０年間】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10年後（2035年）

12

12

篠津中

篠津小 12
白岡東小

1223
白岡中西小

9
南中18

南小

6 3
菁莪中

菁莪小

東北自動車道

• 小規模校一歩手前
が出現する。

１学年１クラス
クラス替えができない

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037
425 461 491 498 471 451 429 422 385 381 363 347 324
12 13 14 15 14 14 13 13 12 12 12 11 11
480 454 437 424 427 407 397 392 387 387 384 391 393
16 16 15 14 14 13 12 12 12 12 12 12 12
478 469 439 430 397 366 350 331 326 308 307 315 314
17 16 15 14 13 12 12 12 12 12 12 12 12
369 385 388 374 364 389 393 392 377 386 376 364 352
10 11 12 12 12 13 13 13 12 12 12 12 12
788 782 784 792 787 758 755 749 735 714 714 702 695
24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 23 22 22

103 108 112 103 104 100 100 90 84 70 59 53 65
4 4 4 4 4 4 4 3 3 3 3 3

225 213 204 187 165 151 148 147 146 155 161 164 156
8 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6

352 363 356 359 348 326 297 277 276 268 263 258 272
10 11 11 12 12 11 10 9 9 9 9 9
649 652 627 588 562 555 561 565 567 582 591 600 600
21 21 20 19 18 18 18 18 18 18 18 18 18

白岡東小学校

白岡中学校

学校名

篠津中学校

西小学校

南小学校

南中学校

大山小学校

菁莪小学校

菁莪中学校

篠津小学校

10年後現在

※ 本推計は、令和７年度中に 

実施したものです。 
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16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27

2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045
381 363 347 324 318 325 324 324 326 329 333 337
12 12 11 11 11 12 12 12 12 12 12 12
387 384 391 393 397 400 402 405 407 408 410 411
12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
308 307 315 314 316 320 325 331 338 345 353 359
12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
386 376 364 352 357 353 351 349 346 343 339 334
12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
714 714 702 695 687 678 669 660 650 642 634 628
24 23 22 22 21 20 19 18 18 18 18 18

70 59 53 65 74 80 76 72 69 66 63 61
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

155 161 164 156 150 143 137 132 126 121 116 111
6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

268 263 258 272 280 288 288 289 289 289 288 287
9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

582 591 600 600 600 599 596 592 586 579 572 563
18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

10年後 20年後上段：児童生徒数（人）、下段：普通学級数

20年後（2045年）

12

12

篠津中

篠津小 12

白岡東小

1218
白岡中西小

9
南中18

南小

6 3
菁莪中

菁莪小

東北自動車道

小学校：６学級～11学級
中学校：３学級～８学級

小学校：５学級以下
中学校：２学級以下 19学級以上

小学校：
中学校：

25学級以上

中学校区

：9～18学級

：3～8学級

：19学級以上

小学校 中学校（通常学級）
：2学級以下

地図凡例

：12～24学級

：6～11学級

：25学級以上

：5学級以下

：小規模一歩手前

1 学年１クラス 
クラス替えが 
できない 

（年度） 
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３．学校施設の老朽化状況 

① 学校整備状況 

本市の学校施設は、 小学校５ 校、 中学校４ 校で構成さ れており 、 延床面積は５ ７ ， ８ ６ ３ ㎡

と なっ ています。 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年３ 月には、 昭和４ ７ （ １ ９ ７ ２ ） 年に建設さ れ延床面

積３ ， １ ５ ０ ㎡を 有する 大山小学校が閉校と なり まし た。  

施設の建築年次を みる と 、 旧耐震基準で建築さ れた建物が延べ３ ５ ， ０ ０ ０ ㎡で、 全体の約

６ ０ ％を 占めています。  

 

 

図表 対象施設・築年別整備状況 
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1
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（万㎡）

築20年以上 71棟（97%） 6.1万㎡（100%）

（年度）

直近20年間は
ほぼ新築がない

白岡東小
築31年

白岡中
築36年

旧耐震基準は
3.5万㎡（60％）

大山小
R7.3閉校

圧縮強度
13.5N/㎟以下
篠津小教室棟
篠津小管理教室棟
（増築部含む）
菁莪小教室棟2棟

対象建物
66棟

約 5.8万㎡



 

11 
 

 

② 学校施設状況 

本市の学校の教室は片廊下式の配置と なっ ており 、 単一の空間で児童生徒が一斉に黒板を 向

いて授業を 受ける こ と を 前提と し た設計です。 そのため、 教師と 児童生徒、 また児童生徒同士

が相互に関わり 合いながら 学ぶ探求的・ 協働的な学習を 十分に支援する 空間構成と はなっ てい

ません。  

教室面積は約６ ５ ㎡であり 、 タ ブ レ ッ ト 学習に対応し た新Ｊ Ｉ Ｓ 規格（ 幅６ ５ cm×奥行４ ５

cm） の机を ３ ５ 人分配置し た場合、 動線や活動スペースに余裕がなく 、 学習環境と し ては狭い

状況です。 さ ら に、 大型モニタ ーやタ ブレ ッ ト 保管庫、 教材用収納など の設置も 教室内に求め

ら れており 、 空間的な制約が一層大き く なっ ています。  

また、 共用スペースが廊下に限ら れている ため、 休み時間等に児童生徒が交流し たり 、 主体

的な活動を 行っ たり でき る 十分なスペースが確保さ れていません。 こ のこ と は、 児童生徒同士

の自然な関わり や学年・ 学級を 越えた交流を 促し にく い要因と なっ ています。  

 

図表 一般的な学校の教室配置（西小学校の例） 

  
●校舎平面図 ●施設配置図

4階

1階2階

3階

普通教室

特別支援

特別教室

管理諸室

凡例
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③ 学校施設の現状 

校舎は、 劣化が進行し てから 部分的に改修を 行う 事後保全が中心と なっ ています。 西小学校

では一部がＤ 評価と なっ ており 、 今後は計画的保全への転換が必要です。 また、 築年数の新し

い白岡東小学校においても 劣化が顕在化し ており 、 校舎全体の改修を 検討する 時期を 迎えてい

ます。  

一方、 体育館は全体的な改修が行われており 、 良好な状態が維持さ れています。  

 

図表 学校施設の現状 

 

 

  

教室棟 RC 541 1965 S40 60 旧 10.2 要調査 B C B C D 46

教室棟 RC 547 1970 S45 55 旧 16.2 長寿命 B C C C D 35

管理教室棟 RC 1,056 1966 S41 59 旧 11.1 要調査 B C C C D 35

管理教室棟 RC 1,124 1967 S42 58 旧 9.9 要調査 B C C C D 35

特別教室棟 RC 389 1970 S45 55 旧 26.0 長寿命 B C B C D 46

屋内運動場 S 840 1979 S54 46 旧 - 長寿命 B B A C D 62

給食室 RC 186 1978 S53 47 旧 22.4 長寿命 B B A C D 62

昇降口 SRC 47 1990 H2 35 新 - 長寿命 B C B C - 58

普通教室棟 RC 2,328 1977 S52 48 旧 18.9 長寿命 B B B C D 54

普通教室棟 RC 1,366 1978 S53 47 旧 18.9 長寿命 B B B C D 54

普通教室棟 RC 1,588 1982 S57 43 新 - 長寿命 D D B B D 40

屋内運動場 S 1,138 1980 S55 45 旧 - 長寿命 B B A B D 67

給食室 S 227 1978 S53 47 旧 - 長寿命 B B A C C 69

普通教室棟 RC 3,370 1994 H6 31 新 - 長寿命 B B A B B 83

特別教室棟 RC 1,596 1994 H6 31 新 - 長寿命 B B A B B 83

屋内運動場 RC 1,152 1994 H6 31 新 - 長寿命 B B A B B 83

給食室 RC 266 1994 H6 31 新 - 長寿命 B B A B B 83

教室棟 RC 794 1969 S44 56 旧 21.4 長寿命 B C B C D 46

教室棟 RC 1,551 1978 S53 47 旧 18.0 長寿命 C A B C D 57

教室棟 RC 885 1981 S56 44 旧 - 長寿命 A B B B D 60

特別教室棟・給食室 RC 1,984 1991 H3 34 新 - 長寿命 B B A B B 83

屋内運動場 RC 1,249 1999 H11 26 新 - 長寿命 B B A A A 93

篠津小学
校

西小学校

白岡東小
学校

篠津中学
校

試
算
上
の

区
分

健全度
（100点
満点）

西
暦

和
暦

基
準

内
部
仕
上

電
気
設
備

機
械
設
備

築
年
数

長寿命化判定
屋
根
・
屋
上

外
壁

圧
縮
強
度

（
N
/
㎟

）

建物基本情報
構造躯体の

健全性
劣化状況評価

（2020年）

施
設
名

建
物
名

構
造

延
床
面
積

（
㎡

）

建築年度

外
部

内
部

設
備

Ｄ評価の状態

劣化の進行
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：旧耐震基準
(1981年以前）

：帯筋間隔改正前
(1971年以前）

：低圧縮強度

ＲＣ：鉄筋コンクリート造

Ｓ：鉄骨造

躯体の健全性

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

劣化状況評価指標（個別施設計画（R2年））

劣化状況評価は、個別施
設計画（R2年）の簡易調査
結果

46

35

35

35

46

62

62

58

54

54

40

67

69

83

83

83

83

46

57

60

83

93

健全度
（100点
満点）

劣化状況評価
）

表面が摩耗し、目地の破損、
雑草（西小）

屋根・屋上

鉄筋露出（西小）

外壁

外壁にひび割れ、塗装剥離の
進行（篠津小）

外壁

軒天に鉄筋露出、塗装剥離
（篠津小）

外壁

軒天に鉄筋露出（西小）

外壁

外壁にひび割れ、錆汁
（白岡東小）

外壁

階段室のひび割れ、塗装剥離
（篠津小）

内壁のひび割れ（西小）

内壁 内壁

内壁のひび割れ（篠津中）

内壁

機械設備

消防ポンプの老朽化
（白岡東小）

設備架台の錆（篠津中）

機械設備

不要設備がそのまま放置
（篠津中）

電気設備

外
部

内
部

設
備

Ｄ評価の状態

劣化の進行

※令和７（２０２５）年１２月１０日に篠津小学校、西小学校、白岡東小学校、篠津中学
校の４校において現地確認を行った。 
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④ 学校施設の整備レベル 

築５ ０ 年以上が経過し た篠津小学校と 築３ １ 年の白岡東小学校を 比較する と 、 多目的ホール

の有無を 除き 、 整備水準はほぼ同等です。 文部科学省の通達に基づき 、 ト イ レ 改修や熱中症対

策は教室・ 特別教室・ 体育館アリ ーナを 含めて実施さ れており 、 学校間の差は大き く あり ませ

ん。 一方、 バリ アフ リ ー化（ 多目的ト イ レ 、 エレ ベータ ー） や避難所と し ての防災機能、 省エ

ネ化は未対応です。  

図表 学校施設の整備レベル 
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５
（高い）

さらに高い
整備レベル

高いの項目に加え

アフリー対応エ
ベーターの設置

建築物移動等円滑
化基準の適合

各階に設置

標準の項目に加え
機械警備（休日、夜

高いの項目に加え

ィアセンター
ープンスペース

高いの項目に加え

天井改修
照明器具（人感セン

高いの項目に加え

ネ基準適合

高いの項目に加え

照明器具の高効率
人感センサー等）

内装の木質化
市産材を使用）

非構造部材Ａ類
全面更新）

諸室全般

標準の項目に加え
教室の大きさ

高いの項目に加え

災害用トイレ整備

高いの項目に加え

地域利用スペース
放課後児童クラブ

複合化

高いの項目に加え

ネ基準適合

太陽光発電（蓄電池

大半の学校で黒板灯が吊り型照明
となっており未対応（篠津小）

多目的ホール（124㎡）（白岡東小）

多目的トイレ（篠津中）
大半の学校に多目的トイレは
設置なし。

自動水栓（西小）

スロープ（西小）

屋上一面に太陽光発電（西小）

新幹線高架に面した二重サッ
シ（西小）

ほぼ全校が和洋混在となっている
床はウェット（湿式）（篠津小）

アリーナの冷暖房（篠津小）

学習環境︓学習形態 安全・安心︓非構造部材の耐震性

生活環境︓トイレ 生活環境︓多目的トイレ 生活環境︓移動

環境配慮︓断熱性（外部開口部）生活環境︓熱中症対策

環境配慮︓再生・創エネ

アリーナのＬＥＤ照明（篠津中）

環境配慮︓設備の高効率化 環境配慮︓設備の高効率化

ナイター照明設置（西小）

地域連携︓地域利用

多目的
に活用

（西小、篠津中）

※令和７（２０２５）年１２月１０日に篠津小学校、西小学校、白岡東小学校、篠津中学
校の４校において現地確認を行った。 
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【参考】建物情報一覧（出典：個別施設計画（令和２年２月）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

要調査

長寿命

篠津小学校 教室棟 RC 541 1965 S40 59 旧 済 済 10.2 要調査 B C B C D 46 ◎ 予 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

教室棟 RC 547 1970 S45 54 旧 済 済 16.2 長寿命 B C C C D 35 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 予 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

管理教室棟 RC 1,056 1966 S41 58 旧 済 済 11.1 要調査 B C C C D 35 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● 予 ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

管理教室棟 RC 1,124 1967 S42 57 旧 済 済 9.9 要調査 B C C C D 35 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● 予 ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

特別教室棟 RC 389 1970 S45 54 旧 済 済 26.0 長寿命 B C B C D 46 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● 耐 ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

屋内運動場 S 840 1979 S54 45 旧 済 済 - 長寿命 B B A C D 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎ ◎ ◎ ◎予 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

プール及び付属室 SRC 119 1996 H8 28 新 不要 不要 - 長寿命 B B A B B 83 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

給食室 RC 186 1978 S53 46 旧 済 不要 22.4 長寿命 B B A C D 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ●

連絡通路 RC 18 1970 S45 54 旧 済 済 26.0 長寿命 B C B C - 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

昇降口 SRC 47 1990 H2 34 新 不要 不要 - 長寿命 B C B C - 58 △ △ △ △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

菁莪小学校 教室棟 RC 851 1969 S44 55 旧 済 済 26.0 長寿命 B B C C C 50 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 予 ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

教室棟 RC 2,033 1971 S46 53 旧 済 済 18.7 長寿命 C B B C C 59 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ●● ● ● 予 ● ● ● ● ● ● ● ●

教室棟 RC 637 1971 S46 53 旧 済 済 12.9 要調査 B B B C C 61 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ●● ● ● 予 ● ● ● ● ● ● ● ●

教室棟 RC 925 1977 S52 47 旧 済 済 13.3 要調査 B B C C D 43 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●

特別教室棟 RC 860 1981 S56 43 旧 不要 不要 - 長寿命 B B A C D 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ●

屋内運動場 S 813 1978 S53 46 旧 済 済 - 長寿命 B B A C D 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 予 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ●

プール及び付属室 S 163 2001 H13 23 新 不要 不要 - 長寿命 B B A A A 93 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

給食室 S 207 1977 S52 47 旧 済 済 - 長寿命 B B A C C 69 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●

南小学校 普通教室棟 S 524 1975 S50 49 旧 済 済 - 長寿命 B B A C D 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 予 ◎ ◎◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

普通教室棟 RC 1,859 1975 S50 49 旧 済 済 21.3 長寿命 B B A C D 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ 予 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

普通教室棟 RC 2,357 1976 S51 48 旧 済 済 17.5 長寿命 A A A C D 69 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ● 予 ● ● ● ● ● ● ●

普通教室棟 RC 1,260 1980 S55 44 旧 済 済 21.2 長寿命 B A A B D 72 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ 予 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

屋内運動場 S 1,138 1979 S54 45 旧 済 済 - 長寿命 A A A C D 69 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 予 ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

プール及び付属室 SRC 94 1978 S53 46 旧 不要 不要 - 長寿命 B B D C D 33 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ●

給食室 S 206 1977 S52 47 旧 済 済 - 長寿命 B A A C C 75 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 予◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●

連絡通路 RC 4 1976 S51 48 旧 済 済 21.3 長寿命 B B A C - 79 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 予 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ●

連絡通路 RC 18 1976 S51 48 旧 済 済 21.9 長寿命 B B A C - 79 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ● 予 ● ● ● ● ● ● ●

西小学校 普通教室棟 RC 2,328 1977 S52 47 旧 済 済 18.9 長寿命 B B B C D 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●

普通教室棟 RC 1,366 1978 S53 46 旧 済 済 18.9 長寿命 B B B C D 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ●

普通教室棟 RC 1,588 1982 S57 42 新 不要 不要 - 長寿命 D D B B D 40 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

屋内運動場 S 1,138 1980 S55 44 旧 済 済 - 長寿命 B B A B D 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

基準年

計　66棟 57,863㎡

構造躯体の健全性 劣化状況評価

構
造

延
床
面
積

（
㎡

）

建築年度

築
年
数

施
設
名

建
物
名

耐震安全性 長寿命化判定
屋

根
・
屋
上

改修履歴

30年前 20年前 10年前

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

外
壁

内
部
仕

上

診
断

補
強

圧
縮
強
度

（
N
/

㎟

）

健全度
（100点
満点）

電
気
設

備

機
械
設

備

試
算
上
の

区
分

40年前

1
9
8
8

1
9
8
9

西
暦

和
暦

基
準

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

建物基本情報

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

：旧耐震基準

(1981年以前）

：帯筋間隔改正前

(1971年以前）

：低圧縮強度

Ｗ：木造

ＲＣ：鉄筋

コンクリート造

Ｓ：鉄骨造 長 ：長寿命化改修

予 ：予防改修

耐 ：耐震改修

：部位改修 ：築40年以上

：築39年以下

大 ：大規模改修

 

3
4
1
2

1

2

●菁莪小

●篠津小

圧縮強度が
13.5N/㎟以下※

教
室
棟

低圧縮強度の棟と
一体化している

12

3
４

圧縮強度が
13.5N/㎟以下※

1

2

篠津小・菁莪小の校舎
は低強度の建物

であり、長寿命化に
適さない。早期の

建替えが必要

※耐震補強は実施しているため、当面の安全性は確保されている

が、長寿命化に適さない（低圧縮強度の建物は強い衝撃で外壁が崩

れやすくなる。通常の建物とは違い、ブレースを入れる耐震補強は

対症療法にしかならず、長寿命化時には外壁を取り払うレベルの大

がかりな改修が必要になるため、費用対効果が低い） 
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４．学校配置状況・通学路の現状 

① 学校の配置状況 

市内の学校は、 小学校が市の中央部から 東部・ 南部を 中心に配置さ れ、 中学校は北西部、 西

部、 南部、 東部にそれぞれ配置さ れています。 小・ 中学校と も に、 市域を 複数の学校区に分け

る 形で配置さ れていますが、 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年３ 月の大山小学校の閉校に伴い、 旧大山小

学校区は西小学校区に編入さ れ、 市西部には小学校が立地し ていない状況と なっ ています。  

 

 

  

〇小学校

凡例（円内の数字は令和７年度学級数）
適正規模校（12〜24学級）
（準適正規模校も含む）

※学級数に特別支援学級は含まない

小規模校（６〜11学級）

24

白岡東小

8

篠津小

南小

21

菁莪小

17

16

西小

【小学校】

大山小

令和７年３月に閉校

西小学校（旧大山小学校区）
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〇中学校

菁莪中10
4

凡例（円内の数字は令和７年度学級数）
適正規模校（９〜18学級）
（準適正規模校も含む）

※学級数に特別支援学級は含まない

小規模校（３〜８学級）
（準小規模校も含む）

【中学校】

南中

白岡中

篠津中
12

10
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② 通学路の現状 

本市における 通学距離の基準は、 小学校がおおむね４ km 以内、 中学校はおおむね６ km 以内

と 定めら れています。 現状では、 本市で最も 長い通学距離は小学校が２ ． ７ km、 中学校が２ ．

９ kmと なっ ており 、 いずれも 基準内に収まっ ています。  

なお、 大山地区の児童生徒については、 スク ールバスを 利用し て西小学校およ び白岡中学校

へ通学し ている 状況です。  

  

 
図表 通学区域と通学距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※最も遠い通学距離 

篠津中学校区 菁莪中学校区 南中学校区 白岡中学校区 

●篠津小学校 約 2.1 ㎞ ●菁莪小学校 約 2.7 ㎞ ●南小学校 約 1.5 ㎞ ●西小学校 約 1.4 ㎞ 

●白岡東小学校 約 1.5 ㎞       

■篠津中学校 約 2.9 ㎞ ■菁莪中学校 約 2.4 ㎞ ■南中学校 約 2.1 ㎞ ■白岡中学校 約 2.3 ㎞ 

 

  

白岡東小

篠津小

南小 菁莪小

西小

旧大山小

令和７年３月に閉校

南中

白岡中

菁莪中

篠津中

• 大山地区の児童生徒は、西小学校・白岡中学校
にスクールバスで通学している。

西小学校区のうち、
R7.3まで大山小学校区だった地区

白岡中学校区

篠津中学校区

白岡中学校区

南中学校区

菁莪中学校区

白岡東小

篠津小

南小 菁莪小

西小

旧大山小

令和７年３月に閉校

南中

白岡中

菁莪中

篠津中

• 大山地区の児童生徒は、西小学校・白岡中学校
にスクールバスで通学している。

西小学校区のうち、
R7.3まで大山小学校区だった地区

白岡中学校区

篠津中学校区

白岡中学校区

南中学校区

菁莪中学校区
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５．教育上の課題について 

（１）不登校児童生徒への支援 

① 不登校児童生徒数の推移 

不登校児童生徒数について は、中学生が小学生を 上回っ て おり 、中学校進学後に不登校と な る

生徒が一定数存在する と 考え ら れま す。 ま た、 小学生の不登校児童数は、 新型コ ロ ナウイ ルス 感

染症の拡大期以降、 増加傾向がみら れて います。  

 

図表 不登校児童生徒の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
② 不登校児童生徒の支援 

白岡市教育支援セン タ ーは、 市役所篠津分館２ 階に設置さ れ、 児童生徒への適応指導と 保護

者・ 学校支援の機能を 有し て いま す。 不登校の児童生徒が社会的適応力を 身につけ、 高校進学を

目指せる よ う 、 支援員が学習支援を 行っ て いま す。  

 

図表 白岡市教育支援センターの在籍者数と位置 
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（２）特別支援教育 

① 特別支援学級の児童生徒数の推移 

本市で は、 昭和５ ６ （ １ ９ ８ １ ） 年に小学校２ 校およ び中学校１ 校で 特別支援学級（ 旧・ 特殊

学級） を 設置し て以降、 段階的に整備を 進め、 平成２ ７ （ ２ ０ １ ５ ） 年にはすべての小中学校で

設置を 完了し て いま す。  

特別支援学級の児童生徒数は、 昭和６ ０ （ １ ９ ８ ５ ） 年の３ ９ 名を ピ ーク に一時減少し まし た

が、 平成１ ８ （ ２ ０ ０ ６ ） 年の学校教育法改正によ る 特別支援教育の本格実施以降、 再び増加傾

向に転じ ま し た。 特に平成２ ６ （ ２ ０ １ ４ ） 年から 令和６ （ ２ ０ ２ ４ ） 年ま で の１ ０ 年間で 約３

倍に増加し て おり 、今後も 合理的配慮への理解の進展等によ り 、さ ら な る 増加が見込まれま す。  

 
図表 特別支援学級の児童生徒数の推移 
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② 特別支援教育の種類 

ア 特別支援学級 

本市の特別支援教育には、 固定学級で ある「 特別支援学級」 と 、 通常学級に在籍し な がら 指導

を 受ける「 通級指導教室」 があり ま す。 知的障がいおよ び自閉症・ 情緒障がいを 対象と し た特別

支援学級は、 市内のすべて の小中学校に配置さ れて いま す。  

特別支援学級の児童生徒数は年々増加し て おり 、 学校によ っ て は教室の確保が課題と なっ て

いま す。 特に、 西小学校およ び白岡中学校では、 特別支援学級数が増加傾向にあり ま す。  

  
 

図表 特別支援学級の設置状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 学校ごとの学級数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

設置校種別

全９小中学校知的障がい学級

全９小中学校自閉症・情緒障がい学級

令和７年度の設置校はなし。
（※）これらの学級は必要な児童生徒がいる場合に、児童生徒の指定校
に設置される。
令和６年度までは、南小に肢体不自由学級の設置実績があった。
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イ 通級指導教室 

通級指導教室と は、 児童が在籍する 小学校の教育課程に加え 、 またはその一部に代え て、 必要

に応じ た特別の指導を 行う も ので す。障がいの程度の改善を 図り 、充実し た生活が送れる よ う 、

週１ ～２ 回程度の指導を 実施し て いま す。  

一方、通級指導教室の設置は一部の学校に限ら れて おり 、未設置校で ある 南小学校およ び菁莪

小学校の児童は、 保護者の送迎によ り 他校の通級指導教室へ通う 必要があり ま す。  

こ のため、 未設置校の児童の通級指導教室利用率は、 設置校の児童と 比較し て 低い傾向にあ

り 、 未設置校に対する 配慮が必要と な っ て いま す。  

 
図表 通級指導教室の設置状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

図表 情緒通級指導教室の設置状況・利用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

設置校対象など種類

篠津小学校• 「発音に誤りがある」「吃音がある」「耳がきこ
えにくい」児童が対象

• 設置校以外からの通級には保護者の送迎が必要

「ことばの教室」
言語障がい・難聴など

西小学校
白岡東小学校

• 「集中して学習することが苦手」、「相手の思い
や感情を考えて行動することが苦手」、「集団の
中で指示を聞くのが苦手」等の児童が対象

• 設置校以外からの通級には保護者の送迎が必要

「情緒通級指導教室」
自閉症、LD、ADHD、
発達障がいなど

R2 R3 R4 R5 R6 R7
R7
児童数（人） 利用率

篠津小 0 0 0 2 2 2 480 0.4%
菁莪小 6 7 7 5 4 6 225 2.7%
大山小 0 0 0 0 0 ━ ━ ━
南小 5 3 2 1 1 3 649 0.5%
西小 9 8 11 15 17 13 788 1.6%
白岡東小 1 9 8 10 10 12 478 2.5%
合計 21 27 28 33 34 36 2620 1.4%

R2 R3 R4 R5 R6 R7
R7
児童数（人） 利用率

篠津小 14 15 11 11 13 11 480 2.3%
菁莪小 4 3 3 2 1 1 225 0.4%
大山小 1 1 1 1 0 ━ ━ ━
南小 4 2 4 4 6 7 649 1.1%
西小 4 5 7 5 5 6 788 0.8%
白岡東小 0 6 8 6 8 6 478 1.3%
合計 27 32 34 29 33 31 2620 1.2%

菁莪小

●「ことばの教室」

●情緒通級指導教室

南小

西小

篠津小

白岡東小

ことばの教室設置校

通級教室未設置校

情緒通級指導教室設置校

設置校

設置校
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（３）コミュニティ・スクールの実施状況 

① コミュニティ・スクールの導入状況 

平成３ ０ （ ２ ０ １ ８ ） 年度に菁莪小・ 中学校区、 令和２ （ ２ ０ ２ ０ ） 年度に南小・ 中学校区へ

設置を 進め、 令和４ （ ２ ０ ２ ２ ） 年度から は市内の全校において 設置さ れて います。  

 
図表 コミュニティ・スクール導入状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

② コミュニティ・スクールの取組例 

コ ミ ュ ニテ ィ ・ ス ク ールの取組例と し て、 防災・ 学校安全で は、 「 地域内の安全確保」 や「 小

中合同避難訓練」 など に取り 組んで いま す。 学校生活で は、 「 漢字検定・ 数学検定・ 英語検定の

実施」 や「 職場体験の受入事業所の確保」 な ど を 行っ て いま す。 さ ら に、 家庭・ 地域と の連携で

は、 「 幼保小中の連携」 や「 中学校区における 他校と の連携」 な どの活動を 推進し て いま す。  

 

図表 令和５年度の取組例 
項目 取組例 

防災・学校安全 

・地域内の安全     

・小中合同避難訓練 

・登下校時の見守り 

・学校内の環境整備 

・地域の防災訓練等への中学生の参

加 

・交通事故防止 

・通学路点検 

 

学校生活 

・漢検、数検、英検の実施 

・職場体験の受入れ事業所確保 

・ボランティア活動の充実 

・校則の見直し 

・ネットトラブルの防止 

・自転車通学の弾力化 

・バザーの充実 

・学校周年事業 

・食育の充実 

家庭・地域との連携 

・幼保小中の連携 

・中学校区での他校との連携 

・こどもの安心・安全な居場所づくり 

・モルックを活用した地域イベント 

・学校応援団等の人材確保 

・ノースマホ・読書デイの実施 

・家族団らん啓発運動 

 

 
 
  

小中合同中学校単独小学校単独導入年度/導入形態

菁莪小・中学校平成30年度

南小・中学校令和２年度

篠津中学校

白岡中学校

篠津小学校

西小学校

白岡東小学校

（大山小学校）

令和４年度



 

26 
 

（４）地域との連携 

地域と の連携では、 見守り 活動や読み聞かせ、 学習サポート など のボラ ン テ ィ ア活動が実

施さ れていま す。 また、 余裕教室を 活用し た地域連携室を 設置し ている 学校も あり ます。 今

後、 学校再編を 行う 場合には、 地域と 学校と のつながり に十分配慮し な がら 、 学区編成等を

検討する 必要があり ます。  

図表 特色ある教育（各小中学校での取組） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 地域との連携（各小中学校での取組） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

• 登下校見守り
• 読み聞かせ
• 学習サポート（ミシン、書きぞめ）
• 図書支援
• 縄ない体験
• 昔遊び指導
• ウサギの飼育支援
• 漢字検定、算数・数学検定の企画・運営・監督
• 花壇整備
• 設備修繕
• 文化体験学習の講師
• 運動会時のパトロール、警備
• 資源回収や体育祭などで駐輪場整理
• 八幡神社清掃、縁日ボランティア

ボランティア

• 筑後様まつり
• ランタンナイト
• 社会福祉協議会でのイベント（ふれあい芸術鑑賞会、福祉体験など）
• 地区で開催するまつり
• 子どもふれあいひろば
• しらおか秋の彩りフェスタでの吹奏楽部の演奏

事業協力

• 地域連携室（空き教室を学校応援団や民生委員等の活動室として使用）
• 校庭（学校開放や放課後子ども教室、地域団体の活動として使用）
• 体育館(学校開放や放課後子ども教室の活動として使用）
• 特別教室

地域で使用
している施設

• 運動会には、地域の方々を招待している。
• 郷土文化研究クラブ(ささら獅子舞)※お祭り等に参加
• 南地区青少年育成会において、地域の方と研修会を行っている。
• おやじの会にて、卒業カレーパーティーなどを開催

その他

• 蓮田白岡環境センター見学
• 算数の少人数指導（２年生以上すべての学年）
• 普通学級と特別支援学級の積極的な交流学習
• 福祉体験（車いす・点字・アイマスク・手話）
• 消防体験
• 浄水場見学
• 全校徒歩遠足
• 職場体験
• 文化体験学習
• 保育実習
• 福祉体験

• 田植え・稲刈り体験
• 町たんけん（働いている人へのイ

ンタビュー）
• 幼稚園・保育園との交流会
• 異学年との交流
• 中学校との交流
• 梨園見学
• 障がいのある方との交流
• 地元企業見学
• 梨選果センターの見学
• お茶育教室
• 韓国リモート交流事業
• 給食の皮むき体験

体験授業
校外学習
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（５）学童保育・放課後子ども教室の状況（複合化） 

① 学童保育所（児童クラブ） 

本市で は、 保護者の就労等によ り 、 放課後や春・ 夏・ 冬休み、 土曜日等の学校休業日に保育を

必要と する 市内小学校の児童を 対象に、保護者に代わっ て 生活指導等を 行い、児童の健全な 育成

を 図っ て いま す。  

学童保育所は市内の全小学校に設置さ れて いま すが、 いずれの施設も 定員を 超え て 利用さ れ

て いま す。 設置形態と し ては、 南小学校のよ う に敷地内に施設を 建設し て いる 例と 、 菁莪小学校

のよ う に校内の余裕教室を 転用し て いる 例があり ま す。な お、学校施設における 他機能と の複合

化は、 現時点で は学童保育に限ら れて いま す。  

 
図表 学童保育所一覧【令和７年４月現在】（各小中学校での取組） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 学校保育所の設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用率利用者数（人）
定員
（人）

運営方法設置場所児童クラブ名小学校

110.0%176

60

指定管理
（シダックス大新東
ヒューマンサービス

株式会社）
令和５年４月１日～
令和10年３月31日

南小学校内南児童クラブ

南小 60南小学校内南第二児童クラブ

40南小学校内南第三児童クラブ

130.7%183

60西小学校内西児童クラブ

西小 40西小学校内西第二児童クラブ

40西小学校内西第三児童クラブ

137.0%137
40白岡東小学校内東児童クラブ

白岡東小
60白岡東小学校内東第二児童クラブ

127.5%5140菁莪小学校内菁莪児童クラブ菁莪小

117.5%141

40篠津小学校内篠津児童クラブ

篠津小 40篠津小学校内篠津第二児童クラブ

40篠津小学校内篠津第三児童クラブ

122.9%688560市全体

学童

南小学校 菁莪小学校

学童

学童

学童
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図表 施設配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 放課後子ども教室 

本事業は、 放課後及び学校休業日に小学校等の施設を 活用し 、 子ど も たち の安全・ 安心な 居場

所を 確保する と と も に、学習活動や多様な 体験・ 交流活動の機会を 提供する こ と を 目的と し て実

施し て いま す。  

令和６ （ ２ ０ ２ ４ ） 年度は、 菁莪小学校、 大山小学校、 白岡東小学校の３ 校で実施し 、 令和７     

（ ２ ０ ２ ５ ） 年度から は新たに篠津小学校を 加えて 実施し て いま す。  

保護者の就労等を 条件と し な い放課後の児童の居場所づく り を 実施し ている 学校も あり

ますが、 毎日常設で実施し ている 事業は現時点ではなく 、 利用する 教室は、 多目的教室等を

活用し て活動し ています。  

 

【 実施個所】  

・ 各小学校の多目的室など を 使用 

 

【 実施回数（ 令和６ 年度実績）】 ※篠津小のみ令和７ 年度の予定回数を 記載 

・ 菁莪小： １ ６ 回、 大山小： １ ２ 回、 白岡東小： ８ 回、 篠津小： ８ 回 
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（６）プール等への対応 

① 施設状況 

本市で は、 すべて の小学校にプ ールを 設置し ていま す（ 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年３ 月に閉校し た

大山小学校について は、 Ｂ ＆Ｇ 海洋セン タ ーを 利用し て いま し た。 ） 。 中学校には、 プ ールは設

置さ れて いま せん。  

小学校５ 校のう ち ２ 校は築４ ０ 年以上が経過し て おり 、 更新の検討が求めら れる 時期にあり

ま す。 特に、 児童数の多い南小学校およ び西小学校で は、 施設の老朽化が進行し て いま す。  

 

 

図表 プール施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 施設ごとの利用状況 

小学校における プ ール指導は、 おおむね各校と も ６ 月中旬から ７ 月中旬ま で の約１ か月間実

施さ れて いま す。小学校プールの稼働率は４ ０ ～４ ５ ％程度にと どま っ て おり 、９ 月に予備日を

設ける こ と を 前提と すれば、 小学校２ 校間でのプール施設の共用化が可能です。  

 

図表 利用状況 

【小学校（例：西小学校・白岡東小学校）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

使用 水道 児童数 （R6）

日数 水道（㎥） 料金

（R6） 全体 （円）(R6)
延べ

利用数

篠津小学校 2000 25 FRP
ゲルコート樹

脂仕上げ
25ｍ×15ｍ 0.9～1.1 15 2000 珪藻土 不可 不明 640 140,072 480 2,569 38

菁莪小学校 2001 24 FRP
ゲルコート樹

脂仕上げ
25ｍ×15ｍ 0.7～1.1 11 2001 珪藻土 不可 不明 698 151,932 334 1,439 43

南小学校 1978 47 2001
防水モルタ

ル金ゴテ
エキポシ塗装 25ｍ×15ｍ 0.7～1.1 19 1994 珪藻土 不可 不明 1,034 227,553 671 3,723 40

西小学校 1979 46 2001
防水モルタ

ル金ゴテ

プールコート

マイルド
25ｍ×15ｍ 0.6～1.1 20 2001 珪藻土 不可 不明 851 196,155 758 7,554 67

白岡東小学校 1995 30 FRP
ゲルコート樹

脂仕上げ
25ｍ×15ｍ 0.7～1.1 28 1995 珪藻土 不可 不明 1,169 250,337 497 8,426 117

直近
改修

年度

ろ過
方式

改修年度
電力
(kWh)

車椅子
利用

年間使用量(R6)プール基礎情報

全学級計
授業回数

小学校 長さ
（縦×横）

水深塗装構造

設備(ろ過装置)

建設
年度

経過
年数

(R6)

6/10 6/11 6/12 6/13 6/14 6/17 6/18 6/19 6/20 6/21 6/24 6/25 6/26 6/27 6/28 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 7/15 7/16

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火

1時間目 8:50～9:35

2時間目 9:45～10:30 ４年 3年 ４年 ３年 にし ４年 3年 ４年 ３年 にし ４年 3年 ４年 ３年 にし ４年 3年 ４年 ３年 ４年

3時間目 10:50～11:35 １年 ２年 1年 にし ２年 １年 ２年 1年 にし ２年 １年 ２年 1年 にし ２年 １年 ２年 1年 にし ４年

4時間目 11:45～12:30 ６年 ６年 ６年 ６年 ６年 ６年 ６年 ６年 ６年 ６年 ６年

5時間目 13:４0～14:２5 ５年 ５年 ５年 ５年 ５年 ５年 ５年 ５年

6時間目 14:35～15:20 ５年 ６年 ５年 ５年 ６年 ５年 ５年 ６年 ５年

AM

PM

西小学校 時間

6/3 6/4 6/5 6/6 6/7 6/10 6/11 6/12 6/13 6/14 6/17 6/18 6/19 6/20 6/21 6/24 6/25 6/26 6/27 6/28 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/8 7/9 7/10 7/11

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木

1時間目 ８：２０～９：０５ ５年 ５年 ５年 5年 5年 5年

2時間目 ９：１５～１０：００ ３年 ２年 ３年 ２年 ３年 2年 3年 2年 3年 2年 3年

3時間目 １０：２０～１１：０５ １年 ひまわり １年 ひまわり １年 ひまわり 1年 ひまわり 1年 ひまわり 1年

4時間目 １１：１５～１２：００

5時間目 １３：３０～１４：１５ ６年 ４年 ６年 ４年 ６年 4年 6年 4年 6年 4年

6時間目 １４：２５～１５：１０

AM

PM

３年

１年

５年

２年

４年

６年

３年

１年

５年

白岡東小学校 時間

２年

４年

６年

ひまわり ひまわり

３年

１年

５年

２年

４年

６年

ひまわり

3年

1年

5年

2年

4年

6年

ひまわり

3年

1年

5年

2年

4年

6年

ひまわり

3年

1年

5年

2年

4年

6年
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（７）給食等への対応 

本市の学校給食は、 すべて自校調理方式で実施し ています。 給食は民間委託によ り 運営さ

れており 、 委託業者が調理を 行っ ています。  

小学校の給食室は、 白岡東小学校を 除く ４ 校で 築４ ０ 年以上が経過し ており 、 設備はウェ

ッ ト 式と なっ ています。 一方、 築４ ０ 年未満の学校５ 校ではド ラ イ 式の床を 採用し ています

が、 その多く は中学校であり 、 小学校は１ 校のみです。  

また、 白岡東小学校を 除き 、 小学校と 中学校はそれぞれほぼ同時期に一斉整備さ れている

こ と から 、 中学校の給食室設備は比較的新し い仕様と なっ て いる 一方、 小学校の給食室設備

は各校と も 同程度に老朽化が進行し ています。  

 

 

図表 給食施設の状況【令和７年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 給食室人員状況【令和６年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方式 建物等 有圧扇

西暦
ドライ・
ウェット

併設・独立 調理 洗浄
下

処理
配膳
室

食品 休憩 事務 (台数) 有無 トイレ
トイレ内
手洗い

篠津小学校 LP S54.3 1979 46 旧耐震 R 186 ウェット 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

菁莪小学校 LP S53.1 1978 47 旧耐震 S 214 ウェット 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

南小学校 LP S52.11 1977 48 旧耐震 S 213 ウェット 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

西小学校 LP S53.8 1978 47 旧耐震 S 240 ウェット 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

白岡東小学校 都市 H7.3 1995 30 新耐震 R 266 ドライ 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

篠津中学校 LP H4.3 1992 33 新耐震 H20 R 269 ドライ 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

菁莪中学校 LP H2.12 1990 35 新耐震 R 223 ドライ 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

南中学校 LP H2.12 1990 35 新耐震 R 268 ドライ 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

白岡中学校 LP H2.3 1990 35 新耐震 R 297 ドライ 独立型 1 1 実施 有 有 無 対応済

築年

数

耐震

基準

面積

(㎡)

エアコン設置状況

学　校　名
使用

ガス種

設置

年度

改造

年度
構造

汚染・非

汚染区
画分け

アレル

ギー
対応

調理者休憩室

栄養士
調理員
（正規）

調理員
（再任用）

調理員
（フル）

調理員
（パート）

合計

篠津小学校 2 7 9 522

菁莪小学校 1 2 2 5 255

南小学校 1 3 7 11 723

西小学校 1 2 8 11 816

白岡東小学校 1 2 6 9 544

篠津中学校 1 3 4 8 474

菁莪中学校 2 2 4 142

南中学校 2 3 5 375

白岡中学校 2 4 6 362

学　校　名

職員数

配食数
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（８）部活動について 

① これまでの状況 

文部科学省およ びス ポーツ 庁では、学校部活動を 地域に展開する 方針を 示し て いま す。こ う し

た国の動向を 踏まえ 、 本市では、 令和３ （ ２ ０ ２ １ ） 年度よ り 市内の各中学校において 実証導入

を 行いま し た。 その実証結果を も と に、 令和５ （ ２ ０ ２ ３ ） 年度から は市内各校で 継続的な実施

へと 移行し 、 令和６ （ ２ ０ ２ ４ ） 年１ １ 月以降は、 すべて の部活動において 休日に行う 活動を 地

域へ移行し て います。  

図表 これまでの展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題と成果 

地域移行における 課題と し て は、 教職員にと っ て指導者資格等の取得が高いハード ルと な っ

て いる こ と が挙げら れま す。 ま た、 教職員の兼職兼業は認めら れている も のの、 負担に感じ る 教

職員に対し て 同調圧力と な ら ないよ う 、 世論レ ベルで の意識改革が必要と さ れていま す。  

一方、 成果と し ては、 令和４ （ ２ ０ ２ ２ ） 年度以降、 委託先団体が民間委託と なっ たこ と で 、

管理・ 運営面の安定が図ら れま し た。 ま た、 開かれた学校づく り につな がる と と も に、 地域から

も 好意的に受け止めら れて います。  

図表 地域移行における課題と成果 
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第３章 これからの学校教育について 

１．国の動向 

（１）令和の日本型学校教育の構築 

国の中央教育審議会は、 令和３ （ ２ ０ ２ １ ） 年１ 月の答申「『 令和の日本型学校教育』 の構築

を目指し て～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと 、協働的な学びの実現～」

において、 目指すべき「 令和の日本型学校教育」 の姿を、「 すべての子供たちの可能性を引き 出

す、 個別最適な学びと 協働的な学びの実現」 と 示し ています。  

 

 

 図表 「令和の日本型学校教育」の姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：中央教育審議会「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して（答申）」総論解説 （抜粋） 
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（２）第４期教育振興基本計画 

国は、令和５（ ２ ０ ２ ３ ） 年６ 月に第４ 期教育振興基本計画を閣議決定し まし た。本計画では、

「 ２ ０ ４ ０ 年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り 手の育成」 および「 日本社会に根差し

たウェ ルビーイ ングの向上」 をコ ンセプト と し て掲げ、 ５ つの基本的な方針のも と 、 １ ６ の教育

政策目標、 基本施策および指標を示し ています。  

 

 図表 ２つのコンセプトと５つの基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典：文部科学省「第４期教育振興基本計画」リーフレット（抜粋） 
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２．埼玉県の教育 

第４期埼玉県教育振興基本計画 

第４ 期埼玉県教育振興基本計画は、教育を取り 巻く 社会の動向や第３ 期計画の成果と 課題を踏ま

えると と も に、「 埼玉県５ か年計画」 及び「 埼玉教育の振興に関する大綱」 と の整合性を図り 、 国の

新たな「 教育振興基本計画」 も 参考にし ながら 策定し ています。  

基本理念は、 第３ 期計画の基本理念を第４ 期計画においても 継承し「 豊かな学びで未来を拓く 埼

玉教育」 と し ています。  

基本理念の下、 計画全体に共通する視点と し て、「 誰一人取り 残さ れない共生社会の実現に向け

た教育の推進」、「 教育デジタ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ Ｘ ） の推進」 を各施策に反映し てい

ます。 また、 １ ０ の目標を設定し 、 それら を実現するために２ ９ の施策及び１ ５ ３ の主な取組を位

置付けると と も に、 進捗状況を把握するため３ ６ の指標を設定し ています。  

 

図表 基本理念と１０の目標 

   ＜基本理念＞ 

 

 

 

 

＜１０の目標＞ 

 

 

 

  

出典：第４期埼玉県教育振興基本計画 
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３．白岡市の教育 

（１）第３期白岡市教育振興基本計画 

第３ 期白岡市教育振興基本計画は、 国や県の教育振興基本計画と の整合性を図り ながら 、 第６  

次白岡市総合振興計画前期基本計画の教育行政分野における 計画を補足する も のと し て、 第１

期・ 第２ 期を通じ て掲げてきた「 学び楽し むまちづく り 」 の基本理念を継承し 、 市民一人一人が

生涯にわたり 、 様々な機会と 場所で学び楽し むこ と ができ るまちを目指し ています。  

また、 超スマート 社会（ Ｓ ｏ ｃ ｉ ｅ ｔ ｙ ５ ． ０ ） に向けた技術革新や人生１ ０ ０ 年時代の到来 

などにより 大き な社会変化が見込まれるこ と を踏まえ、こ れから の社会をより 豊かに生き ていく  

こ と を目指し 、 基本理念に「 学び楽し むまちづく り ～次代を担う 人と 豊かな文化を育む～」 を掲 

げています。  

 

 

図表 基本理念と施策目標 
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（２）白岡市立学校の適正規模・適正配置に関する計画策定の基本方針【令和７年３月】 

本市では、 子ども たちが多様な人と 関わり ながら 学び、 社会の持続可能な発展を担う 力を身に 

付けら れる教育環境の充実を目指し ています。 そのためには、 一定規模の学校の中で、 児童生徒 

が協力や切磋琢磨を通じ て思考力・ 判断力・ 社会性などを育むこ と が重要であると 考えています。 

一方で、 人口減少や少子化の進行により 、 児童生徒数の減少や学校規模の小規模化が進み、 学 

校運営上の課題が生じ ています。  

こ う し た状況を踏まえ、 市教育委員会では、 将来を見据えたより 良い教育環境の実現に向け、 

国の手引を基に学校の適正規模・ 適正配置に関する計画策定の基本方針を策定し まし た。  

 

図表 本市の適正規模・適正配置の基準 

 ① 適正規模の基準 

【小学校の望ましい規模】１８～２４学級（１学年当たり３～４学級） 

【中学校の望ましい規模】１２～１８学級（１学年当たり４～６学級） 
 

○ 小学校では、１学年当たり３学級以上を確保することにより、児童同士や教員と児童の人間関係

に配慮した効果的なクラス替えを行うことができ、学級の枠を超えた少人数指導や学年内での

教員の役割分担による専科指導等の多様な指導形態をとることができる規模が適正と考えます。 

○ 中学校では、１学年当たり４学級以上を確保することにより、効果的なクラス替えを行うことが

でき、また、各教科複数の教科担当が配置でき、それぞれの教科で組織的な教科経営や生徒指導

が行いやすい規模が適正と考えます。 

 

② 適正配置の基準 

【小学校の通学距離】おおむね４ｋｍ以内 

【中学校の通学距離】おおむね６ｋｍ以内 

【通学時間】      おおむね１時間以内 
 

○ 国の手引において、「児童生徒の通学区域の変更に伴い、教育条件を不利にする可能性もあるた

め、学校の位置や学区の決定等に当たっては、児童生徒の負担面や安全面などを配慮し、地域の

実態を踏まえた適切な通学条件や通学手段が確保されるようにする必要がある。」と示されてい

ます。本市においても、国の考え方に準ずることを基本とします。 
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第４章 白岡市として目指すべき将来の学校のあり方 

１．白岡市立学校適正規模・適正配置審議会における議論 

白岡市立学校適正規模・ 適正配置審議会（ 以下「 審議会」 と いう 。 ） では、 本市における児童生徒

数の将来推計や学校施設の現状などを 踏まえ、 こ れから の白岡市にふさ わし い学校のあり 方につい

て、 幅広い視点から 議論が重ねら れてき まし た。  

審議会では、「 学校の適正規模・ 適正配置」 、「 新たな学習」 、「 多様なニーズにこ たえる」 、「 地

域連携」 、「 環境の充実」 の５ つの論点を設定し 、 児童生徒一人ひと り の資質・ 能力を最大限に伸ば

すこ と のでき る教育環境の実現に向け、 教育上の課題や今後の方向性について検討が行われまし た。 

審議会におけるこ れまでの議論について、その主な内容を改めて整理すると と も に、そこ で示さ れ

た課題や方向性を踏まえ、 本市が目指すべき将来の学校のあり 方を示し ます。  

審議会で検討さ れた５ つの論点ごと の主な課題と 今後の方向性を整理すると 、 次のと おり です。  

 

図表 各論点における教育上の課題等と今後の方向性等 

論点 教育上の課題等 今後の方向性等 

適
正
規
模
・適
正
配
置 

適正な学校規模の確保 

適正規模 

小学校：１8 学級～24 学級 
（１学年当たり 3～4 学級） 

中学校：１2 学級～18 学級 
（１学年当たり 4～6 学級） 

適正配置 

（通学距離、通学時間） 

小学校：おおむね４km 以内、 
おおむね１時間以内 

中学校：おおむね６km 以内、 

おおむね１時間以内 

新
た
な
学
習 

少人数指導・教科担任制 

  少人数指導や教科担任制の充実による、個に応じた児

童・生徒へのきめ細やかな支援を推進する。ただし、教

職員数の確保については、国・県へ要望していく。 

チーム担任制 
  学級担任を固定せずに、複数の教員で対応する学級運

営のあり方について、今後研究していく。 

個別最適な学びと協働的な学び 

  引き続き、個別最適な学びや協働的な学びの一体的な

充実を図っていく。 

  ＩＣＴの特性や強みを生かしたきめ細かな教育を推進す

る。 

小中連携  

  小学校から中学校までの９年間を一貫した成長期間と

して捉え、「学び」と「育ち」の連続性を確保し、小中連携

のもと、途切れない成長の実現を目指す。 

多
様
な
ニ
ー
ズ
に
こ
た
え
る 

特別支援教育 

  一人ひとりの教育ニーズに応えられるよう、特別支援学

級等の体制及び環境整備の充実を図る。 

  通級指導教室未設置校の児童が参加しやすくなるよう、

巡回型の通級支援等についても検討を進める。 

不登校支援 

  学校には登校できるが、教室までは行けない子どもへ

の支援のため、教育相談体制などの一層の充実を図る。 

  学校に来られない子どもに対しては、学校とのつながり

を維持するため、居場所づくりや学習機会などの提供

に努める。 
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地
域
連
携 

コミュニティ・スクール 

  家庭、地域、学校、行政がさらに連携し、地域全体が一

体となって子どもを育てる「開かれた学校」の実現を目

指す。 

部活動 
  平日を含めた部活動の地域展開について、持続可能な

運営のあり方などの検討を進めていく。 

環
境
の
充
実 

学校教育施設 

  老朽化対策や大規模改修など築年数に応じた整備を実

施する。 

  学校再編を含め、施設の整備レベルを見直し、施設の機

能向上による学習環境の充実を図る。 

他の公共施設の複合化・共用化 

  市長部局と連携しながら、学校施設と集会施設、学童保

育施設などの公共施設の複合化・共用化を推進し、学校

を地域の学び、交流などの拠点として活用する。 

プール 

  学校間のプールの共用化に加え、近隣の民間プールな

どの利用も視野に入れ、効率的かつ持続可能な学校運

営を実現できるよう検討する。 

給食 
  学校再編も踏まえ、給食方式のあり方について今後も

検討していく。 

 

２．将来の学校のあり方を実現するための３つの柱 

審議会での議論を通じ て、 ５ つの論点から 整理さ れた「 教育上の課題等」 と 、 それに対する「 今後

の方向性等」を踏まえ、本市が目指すべき 将来の学校のあり 方を具現化するため、以下の「 ３ つの柱」

を策定し まし た。  

今後は、 こ の３ つの柱を軸と し て、 児童生徒一人ひと り がより 良い学びを実現でき る、 魅力ある学

校づく り を推進し ていき ます。  

 

【３つの柱】 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

一人ひとりが輝く「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実 

地域とともに育む「協働と創造の学び」の推進 

安心・安全で「快適な学校環境」の実現 
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（１）一人ひとりが輝く「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実 

児童生徒一人ひと り に応じ たきめ細やかな指導の充実や、１ 人１ 台端末を活用し た個別最適化し

た学びの推進により 、 基礎・ 基本の確実な定着を図り ます。 あわせて、 主体的・ 対話的で深い学び

を充実さ せ、 課題を発見し 解決する力の育成に取り 組みます。  

また、 多様な学習を展開でき る適正な学校規模の確保を図ると と も に、 一人ひと り が輝く 「 個別

最適な学び」 と 「 協働的な学び」 の一体的な充実に向け、 小中連携の推進や少人数指導、 教科担任

制の充実によるきめ細やかな支援を進めます。 さ ら に、 特別支援教育や不登校支援の充実により 多

様な学びを保障すると と も に、Ｉ Ｃ Ｔ 教育の深化に向けたデジタ ル技術の活用による学習支援体制

を強化し ていき ます。  

 

【 主な取組】  

⚫ 多様な学習が展開でき る適正な学校規模の確保 

➡ 関連する方向性等 

  ・ 適正規模  

小学校： １ ８ 学級～２ ４ 学級（ １ 学年当たり ３ ～４ 学級）  

中学校： １ ２ 学級～１ ８ 学級（ １ 学年当たり ４ ～６ 学級）  

     ・ 適正配置（ 通学距離、 通学時間）   

小学校： おおむね４ km以内、 おおむね１ 時間以内 

中学校： おおむね６ km以内、 おおむね１ 時間以内 

     【 参考： 望まし い学校規模に近づける対応策】  

       

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 少人数指導・ 教科担任制の充実によるき め細やかな支援 

➡ 関連する方向性等 

・ 少人数指導や教科担任制の充実による、 個に応じ た児童・ 生徒へのき め細やかな支

援を推進する。 ただし 、 教職員数の確保については、 国・ 県へ要望し ていく 。  

 

⚫ チーム担任制の導入に向けての研究 

➡ 関連する方向性等 

  ・ 学級担任を固定せずに、 複数の教員で対応する学級運営のあり 方について、 今後研 

究し ていく 。  

 

 

 

 

通学区域の見直し  

統合等 既存学校を活用 

新設統合 

分離統合 

学校選択制 特定地域選択制 

校舎の増改築 
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⚫ 特別支援教育や不登校支援の充実による多様な学びの保障 

➡ 関連する方向性等 

・ 一人ひと り の教育ニーズに応えら れるよう 、 特別支援学級等の体制及び環境整備の 

 充実を図る。  

・ 通級指導教室未設置校の児童が参加し やすく なるよう 、 巡回型の通級支援等につい 

ても 検討を進める。  

・ 学校には登校でき るが、 教室までは行けない子ども への支援のため、 教育相談体制 

などの一層の充実を図る。  

・ 学校に来ら れない子ども に対し ては、 学校と のつながり を維持するため、 居場所づ 

く り や学習機会などの提供に努める。  

 

⚫ Ｉ Ｃ Ｔ 教育の深化に向けたデジタ ル技術の活用による学習支援体制の強化 

➡ 関連する方向性等 

・ 引き 続き 、 個別最適な学びや協働的な学びの一体的な充実を図っ ていく 。  

・ Ｉ Ｃ Ｔ の特性や強みを生かし たきめ細かな教育を推進する。  

 

⚫ 「 学び」 と 「 育ち」 の連続性を確保し た小中連携の推進 

➡ 関連する方向性等 

     ・ 小学校から 中学校までの９ 年間を一貫し た成長期間と し て捉え、 「 学び」 と 「 育

ち」 の連続性を確保し 、 小中連携のも と 、 途切れない成長の実現を目指す。  

 

 

 

主な取組に係る現状・課題の整理 

項目 現状・ 課題 

児童生徒数の推移と

将来推計 

  児童生徒数はピーク 時から 約３ ６ ％減少し ており 、今後も 中

長期的に減少が続く 見込み。  

  今後２ ０ 年で、菁莪小・ 中学校では早期に学級規模の縮小が

進み、 令和１ ７ （ ２ ０ ３ ５ ） 年には他校でも 小規模化が進行

する見込み。  

通学路の現状   現状の最長通学距離は小学校２ ． ７ km、 中学校２ ． ９ kmで、

いずれも 市の基準内。  

不登校児童生徒の 

支援 

  不登校は中学生に多く 、 中学校進学後に増加する傾向。  

  白岡市教育支援セン タ ーにおいて、 児童生徒への適応指導

や、 保護者および学校への支援を実施。  

特別支援教育   特別支援学級の児童生徒数は、こ の１ ０ 年で約３ 倍に増加し

ており 、 今後も 増加する見込み。  

  知的障がいおよび自閉症・ 情緒障がいを対象と し た特別支援

学級は、 市内のすべての小中学校に配置。  

  通級指導教室の設置は一部の学校に限ら れている状況。  
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（２）地域とともに育む「協働と創造の学び」の推進 

地域の自然・ 文化・ 産業・ 歴史を教材と し て活用し た探究的な学習を推進し 、 例えば田植え・ 稲

刈り 体験や伝統文化の継承活動などの体験授業や校外学習、 ボラ ンティ アなどを通し て、 実社会と

つながる学びを充実さ せます。 あわせて、 地域住民や企業、 関係団体等と の連携を深めるこ と で、

社会に開かれた学びの場の拡充を図り ます。  

さ ら に、 学校運営協議会（ コ ミ ュ ニティ ・ スク ール） や地域学校協働活動の充実を図り 、 学校と

地域が目標を共有し ながら 教育活動を進める体制を強化し ます。 こ う し た取組を通じ て、 地域の特

性や多様な資源を生かし た教育を展開し 、 児童生徒が地域への理解と 愛着を深めると と も に、 地域

に根ざし た魅力ある学校づく り を推進し ていき ます。  

 

【 主な取組】  

⚫ 学校運営協議会（ コ ミ ュ ニティ ・ スク ール） や地域学校協働活動の充実を図り 、 地域と

の連携基盤の強化 

➡ 関連する方向性等 

      ・ 家庭、 地域、 学校、 行政がさ ら に連携し 、 地域全体が一体と なっ て子ども を育て 

る「 開かれた学校」 の実現を目指す。  

 

⚫ 持続可能な運営体制の構築に向けた部活動の地域展開の充実 

➡ 関連する方向性等 

・ 平日を含めた部活動の地域展開について、 持続可能な運営のあり 方などの検討を 

進めていく 。  

 

⚫ 地域の自然・ 文化・ 産業・ 歴史を教材と し た探究的学習の推進 

 

⚫ 地域住民・ 企業などと の連携による社会に開かれた学びの場の拡充 

 

⚫ 地域の特性や資源を活かし 、 地域に根ざし た魅力ある学校づく り の推進 

 

 

主な取組に係る現状・課題の整理 

項目 現状・ 課題 

コ ミ ュ ニティ ・ スク

ールの実施状況 

  令和４ （ ２ ０ ２ ２ ） 年度から 、 市内の全校において設置。  

  取組と し て、「 登下校の見守り 」 「 職場体験の受入れ事業所

確保」 などを実施。  

地域と の連携   地域と の連携では、見守り 活動や読み聞かせ、学習サポート

などのボラ ンティ ア活動を 実施。  

  学校再編を行う 場合には、地域と 学校と のつながり に十分配

慮し ながら 、 学区編成等を検討するこ と が必要。  

部活動について   部活動の地域移行は、実証導入を経て全校で実施さ れ、令和

６ （ ２ ０ ２ ４ ） 年１ １ 月から 休日の活動を地域へ移行。  
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（３）安心・安全で「快適な学校環境」の実現 

学校教育施設については、 教育環境の質の向上と 施設の機能強化を両立さ せながら 、 長期的な視

点に立っ た計画的な整備を推進し ます。 老朽化し た校舎や設備については、 安全性の確保を最優先

と し つつ、 学習内容の高度化や多様化に対応できる空間づく り を進め、 児童生徒が安心し て学べる

魅力ある学校環境の整備を 図り ます。 あわせて、 学校を地域の避難所と し て活用でき るよう 、 耐震

性の向上や非常用電源・ 給水設備の整備、 防災倉庫の確保など、 防災機能の強化に取り 組みます。 

また、 校務のＩ Ｃ Ｔ 化や業務内容の精選・ 見直し を進めるこ と で、 教職員の業務負担を軽減し 、

教育活動に専念でき る環境を整えるなど、働き方改革につながる学校づく り を推進し ます。さ ら に、

地域の実情や将来的な人口動向を踏まえ、 学校施設と 他の公共施設と の複合化・ 共用化を検討する

と と も に、 プールや給食施設についても 、 効率的で持続可能な整備・ 運営のあり 方を検討し ていき

ます。  

 

【 主な取組】  

⚫ 学校施設の機能強化と 魅力向上を両立し た整備の推進 

➡ 関連する方向性等 

    ・ 老朽化対策や大規模改修など築年数に応じ た整備を実施する。  

・ 学校再編を含め、 施設の整備レベルを見直し 、 施設の機能向上による学習環境の 

充実を図る。  

 

⚫ 地域の実情に応じ た学校施設と 他の公共施設と の複合化・ 共用化の推進 

➡ 関連する方向性等 

  ・ 市長部局と 連携し ながら 、 学校施設と 集会施設、 学童保育施設などの公共施設の 

複合化・ 共用化を推進し 、 学校を地域の学び、 交流などの拠点と し て活用する。  

 

⚫ 学校間のプールの共用化や民間プールなどの利用の検討 

➡ 関連する方向性等 

      ・ 学校間のプールの共用化に加え、 近隣の民間プールなどの利用も 視野に入れ、 効 

率的かつ持続可能な学校運営を実現でき るよう 検討する。  

 

⚫ 学校給食のあり 方の検討 

➡ 関連する方向性等 

  ・ 学校再編も 踏まえ、 給食方式のあり 方について今後も 検討し ていく 。  

 

⚫ 学校を地域の避難所と し て活用するための防災機能の強化 

 

⚫ 教職員の働き 方改革につながる学校づく り の推進 

 

 

 

 

 



 

43 

主な取組に係る現状・課題の整理 

項目 現状・ 課題 

学校施設の老朽化状

況 

  １ ９ ８ ０ 年以前に建設さ れた学校施設が多く 、耐震診断時の

圧縮強度が１ ３ . ５ N/㎟を下回る建物が５ 棟ある状況。 耐震

補強は実施済。  

  教師と 児童生徒、また児童生徒同士が相互に関わり 合いなが

ら 学ぶ探求的・ 協働的な学習を十分に支援する空間構成と は

なっ ていない。  

他の公共施設の複合

化・ 共用化 

  学童保育所は市内全小学校に設置。  

  学校施設における他機能と の複合化は、現時点では学童保育

に限ら れている。  

プール等への対応   小学校は全校にプールを設置、 中学校には未設置。  

  築４ ０ 年以上経過し たプールは２ 校で、更新の検討が求めら

れる時期。  

給食等への対応   本市は、 全て自校調理方式で実施。  

  小学校の給食室は、白岡東小学校を除く ４ 校で築４ ０ 年以上

が経過し 、 設備はウェ ッ ト 式。  
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３．白岡市の特色を生かした教育                          

本市が目指す「 個別最適な学び」 と 「 協働的な学び」 、 「 協働と 創造の学び」 、 「 快適な学校環

境」 と いう ３ つの柱に「 図書を生かし た教育」 を組み込むこ と で、 教育の質や環境をさ ら に高めて

いく こ と ができ ると 考えます。  

本市にはこ れまで「 学び楽し むまちづく り 」 を基本理念に、 家庭・ 地域・ 学校が一体と なっ て子

ども を育んでき た豊かな土壌があり ます。 特に、 生涯学習センタ ーの活用は、 人口一人当たり の図

書の貸出実績が県内３ 位を誇るなど、住民の方々が積極的に学びに関わっ ているこ と は大き な財産

です。 こ う し た強みを学校教育と さ ら に深く 融合さ せ、 生涯学習センタ ーが持つ情報や知見を授業

や学習のなかで効果的に活用するこ と で、 子ども たちが自ら の興味を深める「 探究的な学び」 を支

える環境を整えていき ます。 図書を通じ た教育は、 学力向上だけでなく 、 多様な価値観に触れるこ

と で豊かな人間性を育み、 未知の課題に挑む創造力を養う ためにも 重要であると 考えます。  

あわせて、 生涯学習センタ ーや学校の図書室の機能をこ れまで以上に生かし 、 学校と 地域が一体

と なっ た学びの場の充実を目指し ます。 さ ら に、 学校再編で校舎を新たに整備する場合には、 地域

の住民も 学校の図書室を利用でき る仕組みを検討し 、 互いに学び合える環境を広げていき ます。  

こ のよう に３ つの柱と 図書を生かし た教育を推進するこ と で、子ども たち一人ひと り が豊かに学

び成長でき るよう 、 より 魅力的で充実し た教育の実現を目指し ます。  

 

 

【 主な取組】  

⚫ 学校図書館を核と し た地域共生コ ミ ュ ニティ の創出 

⚫ 学校図書館等のメ ディ アセンタ ー機能の強化 

⚫ 生涯学習センタ ーを拠点と し た図書を通じ た住民の学習・ 交流の充実 
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第５章 学校再編 

１．学校再編の全体像 

将来ビジョ ンでは、 本市が目指すべき学校のあり 方と し て、 「 一人ひと り が輝く 「 個別最適な学

び」 と 「 協働的な学び」 の一体的な充実」 、 「 地域と と も に育む「 協働と 創造の学び」 の推進」 、

「 安心・ 安全で「 快適な学校環境」 の実現」 の「 ３ つの柱」 を掲げると と も に、 白岡市の特色を生

かし た「 図書を生かし た教育」 を推進するこ と と し ています。  

また、 児童生徒数の減少や学校施設の老朽化などに対応し 、 将来にわたっ てより 良い教育環境を

確保するため、 市全体で小中一貫教育を推進し 、 小中９ 年間を見通し た連続性のある教育を進める

こ と を基本と し ます。  

そこ で、 将来ビジョ ンや白岡市立学校適正規模・ 適正配置審議会から の答申を踏まえ、 学校再編

の基本的な考え方を下図のと おり 整理し まし た。  

こ の基本的な考え方を踏まえ、 地域ごと の状況をみると 、 篠津中学校区では、 篠津小学校の早期

の建替えや篠津中学校の施設劣化への対応、 白岡東小学校の今後の児童数減少への対応、 菁莪・ 南

中学校区では、 学校の小規模化や施設の老朽化への対応が必要と なっ ています。 一方、 白岡中学校

区では、 当面は適正な学校規模が維持さ れる見込みであり 、 施設の維持・ 改修を行いながら 、 今後

の児童生徒数や施設の状況を踏まえて再編を検討し ていき ます。  

こ れら の地域ごと の状況を考慮し 、 小中一貫教育の効果をより 発揮でき る学校形態と し て、 施設

一体型の義務教育学校を基本と し つつ、 地域ごと の児童生徒数や学校施設の状況、 通学環境、 財政

負担等を総合的に踏まえ、 今後２ ０ 年間の計画期間の中で、 段階的に学校再編を進め、 市内の学校

配置を整えていきます。  

具体的には、 篠津中学校区及び菁莪・ 南中学校区において施設一体型の義務教育学校を各１ 校整

備すると と も に、 白岡中学校区では小学校１ 校及び中学校１ 校を維持し 、 市全体と し て義務教育学

校２ 校、 小学校１ 校、 中学校１ 校を基本と する学校配置を目指し ます。  
 

図表 白岡市学校再編の全体像 
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２．各中学校区の学校再編 

将来ビジョ ンにおいて示し た学校施設の現状分析を踏まえ、各学校施設の対応方針を次のと おり

定めます。  

 

（１）篠津中学校区 

篠津中学校区では、 篠津小学校の一部の校舎が低強度であり 、 長寿命化改修による対応では根本

的な解決が困難であるこ と から 、 建替えが必要と なっ ています。 また、 白岡東小学校は市内の他の

学校と 比べて建築年次は新し いも のの、 全体的な改修時期を迎えており 、 将来の児童数減少への対

応も 必要です。 さ ら に、 篠津中学校では内壁や設備等の劣化が確認さ れています。  

本中学校区の学校再編の基本的な考え方と し ては、 小学校１ 校・ 中学校１ 校の学校配置を基本と

し 、 計画期間内に篠津小学校、 篠津中学校及び白岡東小学校を含めた施設一体型の義務教育学校を

整備するこ と と し ています。 設置場所は、 既存の篠津小学校と 篠津中学校の敷地が隣接し ていると

いう 立地特性等を踏まえ、 篠津小中学校の敷地を活用するこ と が望まし いと 考えます。  

一方、 白岡東小学校については、 市内で最も 新し い校舎を有し ているこ と から 、 早期の統合は行

わず、 当面は単独での学校運営を継続し ます。  

以上を踏まえ、 学校規模の適正化と 施設更新を一体的に捉え、 段階的に学校再編と 施設整備を進

めていきます。  

具体的には、 令和１ ５ （ ２ ０ ３ ３ ） 年度を目途に篠津小学校の建替え及び改修を進め、 その後、

令和２ ０ （ ２ ０ ３ ８ ） 年度を目途に篠津中学校の建替え及び改修を進めます。 篠津中学校の建替え

及び改修に合わせて、 篠津小学校及び篠津中学校の敷地において、 白岡東小学校も 含めた施設一体

型の義務教育学校への移行を進めます。  

 

（２）菁莪・南中学校区 

菁莪・ 南中学校区では、 菁莪小学校及び菁莪中学校の小規模化が進んでおり 、 菁莪小学校では一

部の校舎が低強度であるこ と から 、 建替えが必要と なっ ています。 また、 南中学校でも 今後、 小規

模化が見込まれるほか、 南小学校では施設の老朽化が進んでいます。  

本中学校区の学校再編の基本的な考え方と し ては、 小学校１ 校・ 中学校１ 校の学校配置を基本と

し 、 計画期間内に菁莪小学校、 南小学校、 菁莪中学校及び南中学校を再編し 、 施設一体型の義務教

育学校を整備するこ と と し ています。 設置場所は、 児童生徒の分布や既存公共施設の設置状況等を

踏まえ、 南中学校の敷地を活用するこ と が望まし いと 考えます。  

こ れら を前提と すると 、菁莪小学校については施設の劣化状況から 本来は建替えが望まれるも の

の、 将来的な再編方針を見据え、 建替えではなく 必要な機能を維持するための適切な改修を実施し

ます。  

以上を踏まえ、 学校規模の適正化と 施設更新を一体的に捉え、 段階的に学校再編と 施設整備を進

めていきます。  

具体的には、 令和１ １ （ ２ ０ ２ ９ ） 年度を目途に、 菁莪中学校と 南中学校を統合し 、 学校規模の

適正化を図り ます。その後、令和２ ４（ ２ ０ ４ ２ ） 年度を目途に、菁莪小学校と 南小学校を統合し 、

南中学校敷地に統合後の小学校の校舎を整備し ます。 小学校校舎の整備に合わせて、 統合後の小学

校と 統合後の中学校による施設一体型の義務教育学校への移行を進めます。  
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また、 義務教育学校への移行後も 、 統合後の中学校の既存施設については、 施設の状況や教育活

動等を踏まえ、 令和２ ８ （ ２ ０ ４ ６ ） 年度までに必要な改修を段階的に進めます。  

 

（３）白岡中学校区 

白岡中学校区では、 西小学校及び白岡中学校と も に、 当面は適正な学校規模が維持さ れる見込み

です。 また、 両校の校舎等については、 計画的な改修を行う こ と で継続的な使用が可能と 見込まれ

るこ と から 、 当面は既存施設を活用し ていく こ と と し ます。  

学校形態については、 両校間の距離や児童生徒の安全な通学環境の確保、 既存施設の継続活用と

いっ た総合的な観点を踏まえ、 既存施設を活用し た施設分離型による小中一貫教育を進めます。  

施設整備に当たっ ては、既存施設の必要な維持・ 改修を進め、良好な教育環境の確保を図り ます。  

将来的には児童生徒数の推移や既存施設の老朽化状況等を踏まえ、必要に応じ て学校のあり 方や

施設整備の方向性を検討し 、 教育環境の充実を図り ます。  
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３．学校再編のスケジュール 

（１）整備スケジュール 

学校施設の整備については、 令和９ （ ２ ０ ２ ７ ） 年度から 令和１ ８ （ ２ ０ ３ ６ ） 年度までを第１

期、 令和１ ９ （ ２ ０ ３ ７ ） 年度から 令和２ ８ （ ２ ０ ４ ６ ） 年度までを第２ 期と し て、 段階的に進め

ます。 既存校舎のう ち、 引き 続き活用でき る建物については、 建替えではなく 長寿命化改修を基本

と し て整備し ます。  

また、 各中学校区における整備スケジュ ールの設定にあたっ ては、 篠津中学校区及び菁莪・ 南中

学校区と も に、 地区内の小学校（ 篠津小学校・ 菁莪小学校） に低強度の校舎を抱えている課題があ

り ます。 本来であれば両中学校区の整備を同時期に進めるこ と が望まれますが、 巨額の整備費用を

伴う こ と が見込まれ、財政負担の観点から 同時実施は困難です。そのため、校舎の強度が特に低く 、

緊急性の高い篠津中学校区（ 篠津小学校） の整備を第１ 期中に優先し て推進し 、 菁莪・ 南中学校区

（ 菁莪小学校） については早期に必要な改修を行いつつ、 その後、 本格的な整備を段階的に進めま

す。  

白岡中学校区においては、 校舎の老朽化が進行し ているこ と から 改修が必要と なるため、 財政負

担を考慮し 、 工期を分けて計画的かつ段階的に改修を進めます。  

なお、各学校の整備時期や工事内容については、今後の児童生徒数、建物の劣化状況、財政状況、

国庫補助制度等を踏まえ、 必要に応じ て見直し を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１期 令和９（２０２７）年度～令和１８（２０３６）年度 

篠津小学校は、 令和１ ０ （ ２ ０ ２ ８ ） 年度に基本設計、 令和１ １ （ ２ ０ ２ ９ ） 年度に実施設計を

行い、 令和１ ２ （ ２ ０ ３ ０ ） 年度から 工事を実施し 、 令和１ ５ （ ２ ０ ３ ３ ） 年度に新たな校舎での

開校を目指し ます。  

篠津中学校は、 将来的な義務教育学校の開校に向け、 令和１ ５ （ ２ ０ ３ ３ ） 年度に基本設計、 令

和１ ６ （ ２ ０ ３ ４ ） 年度に実施設計を行い、 令和１ ７ （ ２ ０ ３ ５ ） 年度から 工事を実施し ます。 令

和２ ０ （ ２ ０ ３ ８ ） 年度に篠津小学校、 白岡東小学校及び篠津中学校を統合し た義務教育学校の開

校を目指し ます。  

菁莪小学校は、 令和２ ４ （ ２ ０ ４ ２ ） 年度の統合まで現在の校舎を使用するため、 安全性及び教

図表 令和９（２０２７）年度から令和２８（２０４６）年度までの整備スケジュール 

 
令和９年

（２０２７）
令和１０年

（２０２８）
令和１１年

（２０２９）
令和１２年

（２０３０）
令和１３年

（２０３１）
令和１４年

（２０３２）
令和１５年

（２０３３）
令和１６年

（２０３４）
令和１７年

（２０３５）
令和１８年

（２０３６）
令和１９年

（２０３７）
令和２０年

（２０３８）
令和２１年

（２０３９）
令和２２年

（２０４０）
令和２３年

（２０４１）
令和２４年

（２０４２）
令和２５年

（２０４３）
令和２６年

（２０４４）
令和２７年

（２０４５）
令和２８年

（２０４６）

篠津小

白岡東小

篠津中

義務教育学校

菁莪小

南小

菁莪中

南中

義務教育学校

西小

白岡中

         （年度）

第　１　期 第　２　期    

篠
津
中
学
校
区

菁
莪
・
南
中
学
校
区

白
岡
中
学
校
区

学校名

基本計画

基本計画

基本計画

基本設計 実施設計 工 事 工 事

基本設計 実施設計

義
務
教
育
学
校

開

校

基本設計

実施設計

工 事
義
務
教
育
学
校

開

校

基本計画

基本計画

基本計画

基本計画

基本計画

基本計画

工 事

工 事

実施設計 工 事

基本設計 工 事

基本設計・実施設計・第１期工事 実施設計・第２期工事 実施設計・第３期工事

実施設計・第１期工事 実施設計・第２期工事

菁
莪
中
と

南
中
を

統
合

工 事工 事工 事
設計内容

一部見直し

基本

計画

基本

計画

基本

計画

基本

計画

基本
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育環境の維持に必要な改修・ 修繕を実施し ます。  

 令和１ １ （ ２ ０ ２ ９ ） 年度を目途に、 菁莪中学校と 南中学校を統合し ます。  

西小学校は、既存校舎を活用し ながら 計画的な長寿命化改修を実施し ます。令和１ ３（ ２ ０ ３ １ ）

年度～令和１ ６ （ ２ ０ ３ ４ ） 年度に設計及び第１ 期工事を実施し 、 その後も 段階的に改修を進めま

す。  

 

第２期 令和１９（２０３７）年度～令和２８（２０４６）年度 

菁莪・ 南中学校区では、 菁莪小学校、 南小学校及び統合後の中学校を統合し た義務教育学校の整

備を進めます。 令和１ ９ （ ２ ０ ３ ７ ） 年度に基本設計、 令和２ ０ （ ２ ０ ３ ８ ） 年度に実施設計を行

い、令和２ １（ ２ ０ ３ ９ ） 年度から 工事を実施し 、令和２ ４（ ２ ０ ４ ２ ） 年度の開校を 目指し ます。

なお、 統合後の中学校の既存施設については、 令和２ ８ （ ２ ０ ４ ６ ） 年度までに必要な改修を段階

的に進めます。  

西小学校は、 令和１ ８ （ ２ ０ ３ ６ ） 年度～令和２ １ （ ２ ０ ３ ９ ） 年度に設計及び第２ 期工事を実

施、 令和２ ４ （ ２ ０ ４ ２ ） 年度～令和２ ６ （ ２ ０ ４ ４ ） 年度に設計及び第３ 期工事を実施し 、 改修

を進めます。  

白岡中学校は、 令和１ ９ （ ２ ０ ３ ７ ） 年度～令和２ １ （ ２ ０ ３ ９ ） 年度に設計及び第１ 期工事を

実施、 令和２ ６ （ ２ ０ ４ ４ ） 年度～令和２ ８ （ ２ ０ ４ ６ ） 年度に設計及び第２ 期工事を実施し 、 既

存校舎を 引き 続き活用し ます。  

 

（２）整備コスト・整備効果 

学校再編を行っ た場合と 、 現在の学校配置を維持し た場合について、 令和９ （ ２ ０ ２ ７ ） 年から

令和２ ８ （ ２ ０ ４ ６ ） 年までの２ ０ 年間に必要と なる建築費及び維持管理費を比較し まし た。  

学校再編を行っ た場合は、 義務教育学校の整備等により 建築費が増加する一方、 学校施設の集約

化や施設規模の適正化等により 、 将来的な維持管理費の縮減が見込まれます。  

２ ０ 年間の建築費（ 設計費含む） を比較すると 、学校再編を行っ た場合は約２ ５ ７ . ２ 億円、 現在

の学校配置を維持し た場合は約３ ３ ７ . ５ 億円と なり 、 学校再編を行う こ と で、 約８ ０ . ３ 億円のコ

スト 縮減が見込まれます。  

また、維持管理コ スト についても 、学校再編を行っ た場合は２ ０ 年間で約４ １ ９ . ３ 億円、学校再

編を行わない場合は約４ ３ ０ . ５ 億円と なり 、 約１ １ . ２ 億円の縮減が見込まれます。  

 

【 比較内容】  

① 学校再編を行っ た場合（ 義務教育学校化等）  

建築費（ 設計費含む） ２ ０ 年間（ ２ ０ ２ ７ 年～２ ０ ４ ６ 年） 合計： 約２ ５ ７ . ２ 億円 

維持管理費     ２ ０ 年間（ ２ ０ ２ ７ 年～２ ０ ４ ６ 年） 合計： 約４ １ ９ . ３ 億円 

総コ スト       ２ ０ 年間（ ２ ０ ２ ７ 年～２ ０ ４ ６ 年） 合計： 約６ ７ ６ . ５ 億円 

 

② 学校再編を行わない場合（ ベース案）  

建築費（ 設計費含む） ２ ０ 年間（ ２ ０ ２ ７ 年～２ ０ ４ ６ 年） 合計： 約３ ３ ７ . ５ 億円 

維持管理費     ２ ０ 年間（ ２ ０ ２ ７ 年～２ ０ ４ ６ 年） 合計： 約４ ３ ０ . ５ 億円 

総コ スト       ２ ０ 年間（ ２ ０ ２ ７ 年～２ ０ ４ ６ 年） 合計： 約７ ６ ８ . ０ 億円 
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こ のよう に、 学校再編を進めるこ と で、 施設の集約化や規模の適正化により 、 ２ ０ 年間の整備コ

スト を約８ ０ . ３ 億円縮減できる見込みです。 さ ら に、 維持管理コ スト についても 約１ １ . ２ 億円の

縮減が見込まれ、 整備と 維持管理の両面から 、 中長期的な財政負担の軽減につながるこ と が期待さ

れます。  
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●整備単価の設定 

整備単価については、 東京都内の他市における整備事例を参考に設定し ています。  

 

図表 整備費用単価 

工種 建替え・新築・増築 長寿命化・大規模改修 中規模改修 解体 

単価 

工事費 69.6 万円/㎡ 
（仮校舎費込み） 

41.8 万円/㎡ 
（建替えの 60％※） 

17.4 万円/㎡ 
（建替えの 25％※） 

10.1 万円/㎡ 設計費 ４．4 万円/㎡ ２．6 万円/㎡ 
（上に同じ） 

1.1 万円/㎡ 
（上に同じ） 

合計 ７4.0 万円/㎡ 44.4 万円/㎡ 18.5 万円/㎡ 
 ※【 中規模改修】  

   建物の安全確保や教育環境の向上を目的に、劣化の目立つ特定の範囲や特定設備を重点的に

改修する工事 

 

●維持管理費単価の設定 

 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年度の教育費を基に、 学校ごと の年間コ スト を算出し た結果、 更新・ 改修費

を含む１ 校当たり の年間コ スト は、小学校が約４ ．４ 億円、中学校が約４ ．０ 億円と なっ ています。  

今後２ ０ 年間の維持管理費については、 維持管理費、 光熱水費、 学校運営費、 教育振興・ 教育支

援事業費、 新たな学習に係る経費、 給食関連経費、 スク ールバス運行経費並びに県費及び市費を対

象と し て、 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年度の支出水準が継続するも のと 仮定し て試算し ています。  

なお、 施設の建替えや大規模改修等に係る更新・ 改修費は、 別途、 整備コ スト シミ ュ レーショ ン

において試算し ているため、 こ こ で示す２ ０ 年間の維持管理費には含めていません。  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 令和７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年度教育費を も と に整理 

※ 県費の教職員については、「 埼玉県市町村立小・ 中学校教職員配当基準表（ Ｒ ８ . ４ . １  ）」 を 参考に、

学級数に応じ て算出 
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第６章 新しい学校像 

 

第５ 章で示し た学校再編は、 単に学校規模を確保するこ と が目的ではなく 、 将来ビジョ ンで示し

た将来の目指すべき 学校像を実現するために取り 組むも のです。 小中一貫教育を推進し 、 ９ 年間を

通し た連続し た学びを実現するこ と で、こ れまでの学校における学び方がどのよう に変わっ ていく

のか、 イ メ ージを見える化し まし た。  

『 新し い学校像』 では、 多様な子ども たちがそれぞれの個性を生かし ながら と も に学ぶこ と を基

本と し つつ、 ３ つの中学校区で「 図書を生かし た教育」 と いっ た特色をも っ た活動を推進し ていき

ます。  

また、 小中一貫教育を推進するこ と で、 こ れまで以上に学年を超えたつながり や児童生徒同士の

学習サポート 、異学年によるコ ラ ボ授業、中学校教師が小学生に専門授業を行う 乗り 入れ授業など、

さ まざまな学校活動の充実が期待でき ます。  

 

 

  

スポーツ
機能

生涯学習
機能

学校施設を時間帯に
応じて柔軟に使い分
け、学校教育に加えて、
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地域活動の場として
有効活用する

学校施設の
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昼
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放
課
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夜
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休
日
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新たな学校
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教育
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支援

ＩＣＴ教育

多様な
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空間整備

探究的な
学習

グラウンド

体育館

児童クラブ
放課後子ども

教室 子育て
支援

市民交流
地域活動

市の特色を生かした連携

多様な子ども
たちが

一緒に学ぶ

図書を生かした教育

乗り入れ授業

上級生による下級生へ
の学習サポート

学年を超えたつながり

コラボ授業

小中連携

スクールバス検討
自転車通学の検討

＜イメージ＞
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小中一貫教育の推進にあたっ ては、 まず９ 年間を見通し た学校経営や学習指導、 特別活動、 地域

と の連携等について研究を行い、 研究結果を踏まえて基本方針を定めます。  

新たな学校施設の完成を待つこ と なく 、既存施設を活用し た児童生徒の交流や教職員の連携など、

実現可能な取組から 段階的に進めていき ます。  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●小中一貫教育の推進に係る各時期の具体的な取組例 
 

段 階 教職員の取組 児童生徒の体験・活動 

開始期 

・小中学校間で「目指す子ども像」を共有 

・小中の教職員がお互いの授業や指導方針を理

解し合う 

・学校行事等を通じた年に数回の児童生徒の交流 

・中学校の生活や学習への理解を深める 

推進期 

・９年間を見通した教育課程の作成と実践 

・小中の教職員による合同での授業研究や指導

方法の共有 

・学校行事等を通じた定期的な児童生徒の交流 

・教科等における学びの円滑な接続 

強化期 

・９年間を見通した教育課程の充実と運用評価 

・これまでの取組の検証に基づく「目指す子ど

も像」の見直し・改善 

・児童生徒が主体となった交流活動の充実 

・異学年交流を通じた児童生徒の社会性の育成 

完成期 

・一体的な学校経営と教育効果の多角的な分析 

・社会変化や児童生徒の実態に応じた９年間の

教育課程の更新 

・９年間を通じて途切れのない学びと育ちの実現 

・児童生徒の成長段階に最適化された年間活動の

定着 

 

図表 再編スケジュール案と小中一貫教育との連動 

令和９年
（２０２７）

令和１０年
（２０２８）

令和１１年
（２０２９）

令和１２年
（２０３０）

令和１３年
（２０３１）

令和１４年
（２０３２）

令和１５年
（２０３３）

令和１６年
（２０３４）

令和１７年
（２０３５）

令和１８年
（２０３６）

令和１９年
（２０３７）

令和２０年
（２０３８）

令和２１年
（２０３９）

令和２２年
（２０４０）

令和２３年
（２０４１）
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（２０４２）

令和２５年
（２０４３）

令和２６年
（２０４４）

令和２７年
（２０４５）

令和２８年
（２０４６）

令和９年
（２０２７）

令和１０年
（２０２８）

令和１１年
（２０２９）

令和１２年
（２０３０）

令和１３年
（２０３１）

令和１４年
（２０３２）

令和１５年
（２０３３）

令和１６年
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（２０３５）
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（２０３６）
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（２０３７）

令和２０年
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（２０４１）
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令和２５年
（２０４３）

令和２６年
（２０４４）

令和２７年
（２０４５）

令和２８年
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篠津小
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篠津中

義務教育学校

菁莪小

南小

菁莪中

南中

義務教育学校
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         （年度）

小中一貫教育
の推進

学校名
第　１　期 第　２　期    

篠
津
中
学
校
区

菁
莪
・
南
中
学
校
区

白
岡
中
学
校
区

基本計画

基本計画

基本計画
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義
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教
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学
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開

校

基本設計

実施設計

工 事
義
務
教
育
学
校

開

校

基本計画

基本計画

基本計画

基本計画

基本計画

基本計画

工 事

工 事

実施設計 工 事

基本設計 工 事

基本設計・実施設計・第１期工事 実施設計・第２期工事 実施設計・第３期工事

実施設計・第１期工事 実施設計・第２期工事

小中一貫

教育の研究

小中一貫

教育
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施
設
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小
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設
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型

小
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校

施
設
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離
型

小
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一
貫
校

小中一貫教育の推進【主な研究内容】
・９年間を見通した学校経営

・９年間を見通した学習指導

・特別活動

・地域との連携 等

菁
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中
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を
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第７章 計画を実現するために 

本市が目指す学校のあり 方を実現するためには、 学校再編と 併せて、 通学環境の整備、 小中一貫

教育の推進、 児童生徒への支援、 学校施設の整備、 地域と の連携等を一体的に進めていく 必要があ

り ます。  

本章では、 こ れら の取組の方向性を示し ます。 計画の実現にあたっ ては、 児童生徒の教育的な観

点を第一と し 、 社会情勢や地域の実情の変化に対応し ながら 、 段階的に教育環境の充実を図っ てい

き ます。  

 

１．小中一貫教育の推進 

小中一貫教育については、 小学校と 中学校が教育目標や教育課程、 児童生徒の状況等を共有し 、

授業、 学校行事、 児童生徒の交流、 教職員間の連携等を進めていけるよう 、 取組を推進し ます。  

 

 

２．児童生徒への支援 

学校再編や小中一貫教育の導入により 、児童生徒を取り 巻く 学習環境や学校生活が大き く 変化す

るこ と が想定さ れます。 こ のため、 児童生徒が新たな学校生活に不安を感じ るこ と なく 、 安心し て

移行できるよう 、 段階的な交流と 丁寧な支援を行います。  

学校再編までの期間においては、 関係する学校間での交流授業や学校行事、 体験活動等を段階的

に実施し 、 児童生徒同士が事前に交流する機会を設けます。  

さ ら に、 教育相談や不登校支援、 特別支援教育等の充実を図り 、 直ちに対応可能な取組について

は、 速やかに実施し ます。  

こ れにより 、 新し い学校や小中９ 年間を通し た学校生活への理解を深め、 不安の軽減と 期待感の

醸成を図り ます。  

学校再編後においても 、 児童生徒一人ひと り の状況を丁寧に把握し 、 教職員間での情報共有を図

り 、 環境の変化に伴う 児童生徒の心身の負担に配慮し た支援を継続し ます。  

こ う し た取組を通じ て、 集団の中での「 豊かな人間性」 と 「 社会性」 の育成を図り 、 「 自他を尊

重し 合える関係づく り 」 を進め、 子ども たち一人ひと り が幸せを感じ 、 安心し て過ごせる環境を整

えていきます。  

 

３．通学環境の整備 

学校再編後は、一部の地域において現在より 通学距離が長く なるこ と が想定さ れます。こ のため、

再編後の学校ごと に児童生徒の居住地から 学校までの通学距離や通学時間、通学路の安全性等を確

認し 、 それぞれの地域の状況に応じ た通学手段を検討し ます。  

通学手段の検討にあたっ ては、 児童生徒の学年や通学距離、 通学路の状況、 道路状況や交通量、

危険箇所等を踏まえ、 スク ールバスの導入や中学生の自転車通学など、 地域の実情に応じ た方策を

検討し 、 安全な通学環境の確保を図り ます。  
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４．学校施設の整備 

学校再編に伴い必要と なる普通教室や特別教室、共用スペースなどの確保が困難な施設について

は、 長寿命化改修や建替えなど、 施設状況に応じ た整備手法を検討し ます。  

その際は、 整備費だけでなく 、 将来的な維持管理等も 含めて総合的に検討し 、 状況に応じ た施設

整備を進めます。  

 

 

５．公共施設との複合化・共用化 

学校再編に伴う 新たな学校施設の整備にあたっ ては、 学校単独での整備だけでなく 、 市内の公共

施設と の複合化・ 共用化について検討し ます。 その際は、 学校教育に必要な安全性や教育環境を確

保し た上で、 生涯学習、 図書、 地域交流、 子育て支援、 防災などの機能と の連携を検討し 、 児童生

徒と 地域住民が学び、 交流するこ と のでき る環境を整えていき ます。  

 

 

６．学校跡地の利活用の検討 

学校跡地の利活用については、 地域住民の意見を丁寧に伺い、 市長部局と 連携し ながら 、 施設の

状態や立地条件、 地域のニーズ公共施設全体の配置状況等を踏まえ、 多様な視点から 、 将来を見据

えた有効な利活用方策を幅広く 検討し ます。  
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第８章 今後の進め方 

１．中学校区ごとの検討プロセス 

新し い学校づく り は、 学校の再編や小中一貫教育の導入だけを目的と するも のではなく 、 子ども

たちの学びの充実と 安心・ 安全な教育環境を将来にわたっ て確保する ため、 「 仕組み」 と 「 環境」

をより 良く し ていく 取組です。 学校・ 地域に関わる全ての人と と も に考え、 方向性を共有し ながら

進めていき ます。  

中学校区ごと の検討では、 将来の児童生徒数や学校施設の状況、 通学環境など、 それぞれの中学

校区が抱える課題や特性を踏まえ、こ れから の学校のあり 方や学校配置について考えていく 必要が

あり ます。  

また、 学校は地域コ ミ ュ ニティ の拠点と し ての役割も 担っ ているこ と から 、 学校の将来像を考え

るこ と は、 中学校区全体の将来像を 考えるこ と にも つながり ます。 そのため、 保護者や地域住民、

学校関係者など、様々な立場の方の意見を丁寧に伺いながら 、実現可能な条件を一つひと つ整理し 、

方向性を共有し ていく こ と が重要です。  

今後は、 本計画で示し た考え方に基づき 、 子ども たちにと っ て最適な教育環境の確保を第一と し

ながら 、 市の財政状況も 踏まえ、 中学校区ごと の具体的な取組を段階的に進めます。  

 

 

２．検討体制 

（１）部局横断的な検討 

学校再編は、 教育分野だけの課題ではなく 、 防災、 地域コ ミ ュ ニティ 、 公共施設マネジメ ント 、

財政など、 行政の様々な分野と 関わる取組です。  

学校再編の内容を具体化し ていく にあたっ ては、 教育委員会だけでなく 、 関係部局がそれぞれの

視点から 課題や条件を共有し 、 学校の配置や施設整備、 通学環境、 財政負担などについて横断的に

検討し ていく こ と が必要です。  

特に、 学校再編に伴い、 避難所と し ての機能や地域活動の場と し ての役割が変化するこ と も 想定

さ れるこ と から 、 学校跡地の利活用や、 再編後の学校における公共施設・ 地域機能の複合化・ 共用

化についても 、 関係部局が連携し て検討し ます。  

今後は、 関連計画や各分野の施策と の整合を図り ながら 、 庁内の関係部局と の連携を密にし 、 学

校再編の内容と 市全体のまちづく り の方向性を連動さ せ、 一体的に学校再編を進めます。  

  

 

（２）保護者・学校関係者・地域住民等との連携 

学校再編を進めるにあたっ ては、 児童生徒の学校生活だけでなく 、 家庭や地域にも 影響を及ぼす

こ と から 、 検討の各段階において、 保護者、 学校関係者、 地域住民等に必要な情報を分かり やすく

提供すると と も に、 意見を伺います。  

説明会や意見交換等を通じ て様々な意見を把握し 、 寄せら れた意見を踏まえながら 、 再編による

効果や課題、 地域への影響等を整理し 、 検討を進めます。  

具体的な再編内容を検討する段階では、 必要に応じ て準備委員会等を設置し 、 保護者、 学校関係
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者、 地域住民等が参画する中で、 再編の内容に応じ て必要と なる事項について協議し ます。  

こ う し た取組を通じ て、 学校再編の趣旨や検討内容について情報を共有し 、 関係者と の対話を重

ねながら 、 地域と と も に学校再編を進めます。  

 

 

３．計画の継続的な見直しと運用 

学校再編の検討にあたっ ては、 中学校区ごと の検討経過や地域・ 保護者等から 寄せら れた意見を

整理すると と も に、 児童生徒数の将来推計、 学校施設の老朽化状況、 通学距離や通学環境など、 検

討に必要と なる情報を継続的に把握・ 更新し ます。  

 こ れら の情報に加え、 社会情勢、 教育ニーズ、 地域の状況、 教育制度等の変化を踏まえ、 必要に

応じ て本計画の再編時期や手法、 施設整備の内容等を見直し ます。  

また、 計画の進捗状況や検討内容については、 市民に分かり やすく 情報提供すると と も に、 保護

者、 学校関係者、 地域住民等と の情報共有を図り ます。  

こ れら の取組を継続し 、 状況の変化に柔軟に対応し ながら 学校再編を進め、 将来にわたっ てより

良い教育環境の確保を目指し ます。  
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Ⅰ はじめに 

 

本市では、充実した学習環境の下、主体的に社会に関わり、未来を切り開いていく生き

る力を身に付け、社会の持続可能な発展を担うことができる子どもが育つまちの実現を目

指しています。 

 そのためには、小・中学校では一定の規模を確保し、児童生徒が集団の中で、多様な考

えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて、思考力や判断力、問題解

決能力などを育み、社会性や規範意識を身に付けさせることが望ましいものと考えます。 

 

 しかしながら、我が国の人口問題に視点を当てると、平成２０年（２００８年）をピー

クに人口減少局面に入り、合計特殊出生率も低水準で推移しており、今後、人口減少・少

子高齢化が進むと推定されます。 

また、都市基盤整備の推進や少子化の影響による児童生徒数の増減や偏りなどに対応し

た学校規模の適正化は全国的に大きな課題となっています。学校設置者である各自治体に

は、より良い教育環境を子どもたちに提供できるよう主体的な検討を行うことが求められ

ています。 

 

本市も例外ではなく、児童生徒数は昭和５８年度（１９８３年度）をピークに減少して

おり、その傾向は今後も続くと推定されます。既にクラス替えが出来ない単学級の学年を

有する小・中学校もあり、将来、複式学級が生じることも考えられます。そのため、学校

の小規模化に伴う教育的デメリットも含め、学校運営上の様々な課題が顕在化してきてい

ます。 

 

 一方、学校は地域コミュニティの核として期待されていることが多く、通学区域の見直

しや統合等についての判断は、教育的観点のみならず、地域の様々な事情を総合的に考慮

して検討しなければならない繊細かつ困難な課題です。 

 

 以上のことから、白岡市教育委員会では、将来を見据え、児童生徒数の増減や偏りなど

を要因とする学校運営上の課題を明らかにし、学校の適正規模・適正配置の計画策定を開

始するために、国の示す「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」（以

下、「国の手引」という。）を基に、この基本方針を定めるものです。 
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Ⅱ 市立小・中学校の現状 

１ 児童生徒数の推移 

 本市における児童生徒数は、表１のとおり昭和５８年度（１９８３年度）の 

５，９８３人をピークに、平成５年度からは緩やかに減少し、令和５年度は３，９３１人

となっており、ピーク時の約６５％にまで減少しています。 

 

表１ 児童生徒数の推移                        単位：人 

年度 
S48 

（1973） 

S58 

(1983) 

H5 

(1993) 

H15 

(2003) 

H25 

(2013) 

R5 

(2023) 

児童数 2,316 3,892 3,125 3,089 2,693 2,677 

生徒数 1,079 2,091 1,648 1,422 1,365 1,254 

合計 3,395 5,983 4,773 4,511 4,058 3,931 

 

《表１の内訳》 

 年度 

学校名 
S48 S58 H5 H15 H25 R5 

篠津小 866 763 891 365 467 470 

菁莪小 1,305 1,022 617 482 303 228 

大山小 145 168 132 109 90 54 

南小 － 1,044 623 953 740 708 

西小 － 895 862 605 605 736 

白岡東小 － - － 575 488 481 

篠津中 516 890 382 414 430 465 

菁莪中 563 573 372 249 174 131 

南中 － 628 355 354 391 356 

白岡中 － - 539 405 370 302 
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２ 児童生徒数の将来推計 

  本市における令和１２年度（２０３０年度）までの児童生徒数の将来推計は、住民基

本台帳に基づくと表２のとおり児童数は減少し、生徒数は一時的に増加しますが、全体

としては緩やかに減少していく傾向にあります。 

 

表２ 児童生徒数の将来推計                      単位：人 

年度 
R6 

（2024） 

R7 

（2025） 

R8 

（2026） 

R9 

（2027） 

R10 

（2028） 

R11 

（2029） 

R12 

（2030） 

児童数 2,677 2,621 2,524 2,436 2,384 2,310 2,246 

生徒数 1,243 1,263 1,324 1,353 1,331 1,259 1,221 

合計 3,920 3,884 3,848 3,789 3,715 3,569 3,467 

 
《表２の内訳》                            単位：人 

 年度 

学校名 
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

篠津小 481 477 452 436 429 430 409 

菁莪小 224 221 205 194 176 157 143 

大山小 46 -※ - - - - - 

南小 671 652 621 601 583 568 601 

西小 758 789 772 767 774 762 738 

白岡東小 497 482 474 438 422 393 355 

篠津中 445 434 458 491 492 455 445 

菁莪中 117 110 107 110 109 100 95 

南中 341 352 374 364 362 350 319 

白岡中 340 367 385 388 368 354 362 

※大山小学校は、令和７年４月１日に西小学校に統合となります。 
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３ 市立小・中学校の将来規模 

表３及び表４は、市立小・中学校の学校規模を学級数別にそれぞれ示したものです。令

和６年度現在、小学校が５学級から２４学級まで、中学校では４学級から１２学級までと

学校間で大きな開きが生じています。 

なお、表中の数値は、国の編制基準による学級（特別支援学級を除く）数です。 

        

表３ 市立小学校の規模                             令和６年４月１日現在 

単位：学級数 

 年度 

学校名 
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

篠津小 １６ １６ １６ １５ １４ １４ １３ 

菁莪小 ９ ９ ８ ７ ６ ６ ６ 

大山小 ５ － － － － － － 

南小 ２２ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １９ 

西小 ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２３ ２３ 

白岡東小 １８ １７ １７ １６ １５ １４ １３ 

 

 

表４ 市立中学校の規模                            令和６年４月１日現在 

単位：学級数 

 年度 

学校名 
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

篠津中 １２ １２ １３ １４ １４ １３ １２ 

菁莪中 ４ ４ ３ ３ ３ ３ ３ 

南中 １０ １０ １０ ９ ９ ９ ９ 

白岡中 ９ １０ １１ １２ １１ １０ １０ 
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Ⅲ 学校の小規模化・大規模化に伴う課題 

１ 小規模化に伴う課題等 

小・中学校の小規模化は、児童生徒一人一人に目が届きやすく、きめ細かな指導が行え

るというメリットがある反面、表５に示すような課題や影響が考えられます。 

 

表５ 小・中学校の小規模化による主な課題 

【学級数が少ないことによる学校運営上の課題】 

〇クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない。 

〇クラブ活動や部活動の種類が限定される。 

〇運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行動の教育効果が下がる。 

〇体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じ

る。 

〇男女比の偏りが生じやすい。 

【教職員数が少ないことによる学校運営上の課題】 

〇学校が直面する様々な課題に組織的に対応することが困難な場合がある。 

〇免許外指導注 1の教科が生まれる可能性がある。 

〇ティーム・ティーチング注 2、グループ別指導、習熟度別指導、専科指導等の

多様な指導方法をとることが困難となる。 

〇経験年数、専門性、男女比等バランスのとれた教職員配置やそれらを生かし

た指導の充実が困難となる。 

〇教職員一人当たりの校務負担や行事に関わる負担が重く、校内研修の時間が

十分確保できない。 

〇クラブ活動や部活動の指導者確保が困難となる。 

【学校運営上の課題が児童生徒に与える影響】 

〇児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい。 

〇切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい。 

〇多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい。 

〇協働的な学びの実現が困難となる。 

〇教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられない可能性がある。 

〇集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験を積みにくく、社会性や

コミュニケーション能力が身につきにくい。 

注１：免許外指導（免許外教科担任）とは、ある教科の授業を担当する教員が確保できな

い場合に、別の教科の教員が特別な許可を得てその教科の授業をすること。 

注２：ティーム・ティーチングとは、複数の教員で授業を進めること。 
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２ 大規模化に伴う課題等 

小・中学校の大規模化は、多様な教育活動や選択の幅が広がるなどのメリットがある反

面、表６に示すような課題が生じる可能性が考えられます。 

 

表６ 小・中学校の大規模化による主な課題 

〇学校行事等において、係や役割分担のない子供が現れる可能性があるなど、

一人一人が活躍する場や機会が少なくなる場合がある。 

〇同学年でもお互いの顔や名前を知らないなど、児童生徒間の人間関係が希薄

化する場合がある。 

〇教員集団として、児童生徒一人一人の個性や行動を把握し、きめ細かな指導

を行うことが困難であり、問題行動が発生しやすい場合がある。 

〇児童生徒一人当たりの校舎面積、運動場面積等が著しく狭くなった場合、教

育活動の展開に支障が生じる場合がある。 

〇特別教室や体育館、プール等の利用に当たって授業の割当てや調整が難しく

なる場合がある。 
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Ⅳ 本市における適正規模・適正配置の基準 

１ 適正規模・適正配置の考え方 

 国の手引では適正な学校規模の考え方について、小学校では全学年でクラス替えが可能

な１２学級以上、中学校では全ての授業で教科担任制による学習指導を行うため、少なく

とも９学級以上が望ましいとされています。 

なお、「学校教育法施行規則」では、小・中学校ともに１２学級から１８学級までを標準と

しています。 

 本市においては、小学校では、１学年当たり３学級以上を確保することにより、児童同

士や教員と児童の人間関係に配慮した効果的なクラス替えを行うことができ、学級の枠を

超えた少人数指導や学年内での教員の役割分担による専科指導等の多様な指導形態をとる

ことができる規模が適正と考えます。 

中学校では、小学校と同様に、１学年当たり３学級を確保することにより、効果的なク

ラス替えを行うことができ、免許外指導の解消が図られます。一方、各教科に教員が複数

配置できないため、教員の教科指導の負担が大きくなる可能性があります。そのため、よ

り効果的に学校運営を行うためには、１学年当たり４学級以上を確保することにより、各

教科複数の教科担当が配置でき、それぞれの教科で組織的な教科経営や生徒指導が行いや

すい規模が適正と考えます。 

 学校の適正配置（通学条件）については、国の手引において、統合等を行うことは、「児

童生徒の通学区域の変更に伴い、教育条件を不利にする可能性もあるため、学校の位置や

学区の決定等に当たっては、児童生徒の負担面や安全面などに配慮し、地域の実態を踏ま

えた適切な通学条件や通学手段が確保されるようにする必要がある。」と示されています。

また、通学距離は、「小学校ではおおむね４㎞以内、中学校ではおおむね６㎞以内とし、通

学時間については、おおむね１時間以内」と示されています。本市においても、これに準

ずることを基本とします。 

 

２ 適正規模・適正配置の基準 

１で示した考え方を踏まえ、本市においては、教育指導面における充実や管理運営面、 

学校施設設備の効率的使用などから総合的に判断し、適正規模・適正配置の基準を次のと

おりとします。 

 なお、図１で本市における学校規模別分類を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（適正規模の基準） 

【小学校の望ましい規模】 １８～２４学級（１学年あたり３～４学級） 

【中学校の望ましい規模】 １２～１８学級（１学年あたり４～６学級） 

 

（適正配置の基準） 

【小学校の通学距離】 おおむね４㎞以内 

【中学校の通学距離】 おおむね６㎞以内 

【通学時間】     おおむね１時間以内 



72 
 

図１ 学校規模別分類 単位：学級数

小学校 25以上

中学校 2 3 8 9

大規模校適正規模校

大規模校
過小

規模校

過小規模校

小規模校

小規模校
準適正
規模校

適正
規模校

準小
規模校

準適正
規模校

5 11 17 246 12 18

5 6 11 12 18 19以上

 

《図１の学校規模別分類の目安》 

 小学校 中学校 

過小規模校 
【５学級以下】 

複式学級が存在する規模 

【２学級以下】 

複式学級が存在する規模 

小規模校 

【６～１１学級】 

全学年ではクラス替えができない規

模 

【３～５学級】 

全学年ではクラス替えができない規

模 

準小規模校  

【６～８学級】 

全学年でクラス替えができる規

模 

準適正規模校 

【１２～１７学級】 

全学年でクラス替えができる規

模 

【９～１１学級】 

全学年でクラス替えができ、 

免許外指導が解消できる規模 

適正規模校 

【１８～２４学級】 

全学年で効果的なクラス替え

ができる規模 

【１２学級～１８学級】 

全学年で効果的なクラス替え

ができ、かつ、複数の教科担

任が配置できる規模 

大規模校 ２５学級以上の学校の規模 １９学級以上の学校の規模 

４ページで示した表３及び表４について、これまでの基準で整理すると本市の小・中学校

の規模については、表７及び表８のとおりとなります。 
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表７ 市立小学校の規模（学級数）                        令和６年４月１日現在 

学級数 R6 年度 R9年度 R12 年度 

５学級以下【過小規模校】 大山小(5) － － 

６～１１学級【小規模校】 菁莪小(9) 菁莪小(7) 菁莪小(6) 

１２～１７学級【準適正規模

校】 

篠津小(16) 

 

篠津小(15) 

白岡東小(16) 

篠津小(13) 

白岡東小(13) 

１８～２４学級【適正規模

校】 

白岡東小(18) 

南小(22) 

西小(24) 

 

南小(20) 

西小(24) 

 

南小(19) 

西小(23) 

 

表８ 市立中学校の規模（学級数）                        令和６年４月１日現在 

学級数 R6 年度 R9 年度 R12 年度 

２学級以下【過小規模校】 － － － 

３～５学級【小規模校】 菁莪中(4) 菁莪中(3) 菁莪中(3) 

６～８学級【準小規模校】 － － － 

９～１１学級【準適正規模

校】 

南中(10) 

白岡中(9) 

南中(9) 

 

南中(9) 

白岡中(10) 

１２～１８学級【適正規模

校】 

 

篠津中(12) 

白岡中(12) 

篠津中(14) 

 

篠津中(12) 
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Ⅴ 適正規模・適正配置の推進の方策 

１ 学校の統合等について 

 学校は児童生徒の教育のために設置されている施設であり、統合等の適否の検討に当た

っては、児童生徒の教育条件の改善の視点を中心に捉えるべきと考えます。一方、地域住

民から見た学校は、地域社会の将来を担う人材を育てる中核的な場所であるとともに、地

域の交流の場であるほか地域の防災拠点となるなど、様々な機能を有しており、学校づく

りがまちづくりと密接に関わっています。 

こうした中にあって、地域とともにある学校づくりが求められていることを踏まえ、統

合等の適否を検討する上では、教育上の課題やまちづくりを考慮し、学校教育の直接の受

益者である児童生徒とその保護者や将来の受益者である就学前の子どもの保護者の声を重

視しつつ、地域住民や地域の学校支援組織の十分な理解や協力を得ながら進めなければな

らないと考えています。 

また、単なる統合等だけではなく、義務教育学校を含む小中一貫校への移行等、学校再

編として幅広い選択肢の中から検討を進める必要もあります。 

 なお、統合等においては、既存の学校施設の使用や新設などを幅広く検討します。 

 

２ 通学区域の変更について 

 通学区域の変更については、校地面積、建築年数、施設の状況や教室数、位置、周辺環

境、児童生徒の通学距離などを勘案し検討します。 

また、通学区域の変更を行うことは、児童生徒の通学距離の延長を伴う可能性もあるた

め、学校の位置や学区の決定等に当たっては、Ⅳで定めた適正規模・適正配置の基準を踏

まえ、児童生徒の負担や安全などに配慮し、地域の実態を踏まえた適切な通学条件や通学

手段を確保するように努めます。 

 

３ 学校施設の改修・改築について 

本市の学校内の教育系施設（校舎や体育館等）は、建築後３０年以上経過している施設

が全体の７８％（５７施設／７３施設）を占めるなど老朽化が進んでいます。安心安全な

学校生活と時代に合わせた教育環境を児童生徒に提供するためには、これら教育施設の長

寿命化改修や改築について、学校の統合等の検討結果を踏まえて計画的に実施する必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



75 
 

Ⅵ 適正規模・適正配置の具体的な進め方 

Ⅳで定めた基準を踏まえ、市内小・中学校の教育指導、管理運営及び学校施設の効果的

活用を勘案しながら検討します。保護者、地域住民、学校関係者と連携・協力して、適正

規模・適正配置についての検討を始めます。 

 

 

 〇白岡市立学校適正規模・適正配置審議会 

  白岡市立学校の適正規模・適正配置に関する計画を策定する際には、学識経験者、保

護者、市民、学校関係者などを構成員とする「白岡市立学校適正規模・適正配置審議会」

を設置します。 

 

 〇市長部局との連携による検討 

  統合等については、多額の経費を伴う可能性があり、防災拠点や学校施設以外の公共

施設の再編、さらにはまちづくりの一環として行う必要もあるため、教育委員会と市長

部局が緊密に連携し検討します。 

 

 〇説明会の開催及び意見聴取 

  適宜、市内小・中学校の児童生徒の保護者、地域住民等に対して説明会等を開催し、

相互理解を図るとともに、必要に応じてパブリックコメントを実施します。 
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白岡市立学校適正規模・適正配置審議会条例 

令和７年３月２６日 

条例第２号 

（設置） 

第１条 白岡市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ白岡市立学校の

適正規模・適正配置等に係る必要な調査及び審議を行うため、白岡市立学校適正規模・

適正配置審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、その

結果を答申する。 

（１） 市立学校（以下「学校」という。）の適正規模に関すること。 

（２） 学校の適正配置に関すること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（１） 公募による市民 

（２） 学校の校長 

（３） 学校に在籍する者の保護者 

（４） 学識経験者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長１名及び副会長１名を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、審議会の会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議への出席を求め、

その意見若しくは説明を聴き、又はその者に対し、資料の提出を求めることができる。 

（傍聴） 

第７条 審議会の会議は、会長の許可を得て傍聴することができる。ただし、決議により

秘密会としたときは、この限りでない。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、教育委員会教育部魅力ある学校づくり推進室において処理する。 

（委任） 

資料２ 
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第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、教育委員会が

別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年白岡町条

例第５号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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白岡市立学校適正規模・適正配置審議会委員名簿 

 

No. 氏 名 所属等 選出区分 在任期間 

１ 明野 真久  

第１号委員 

公募による市民 

令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

２ 神田 小百合  
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

３ 中口 智弘  
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

４ 細野 勇人  
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

５ 中村 則裕 篠津小学校 

第２号委員 

学校の校長 

令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

６ 小林 大輔 南小学校 
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

７ 辻  文明 菁莪小学校 
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

８ 大山 美智子 南中学校 
令和７年７月４日～

令和８年３月３１日 

９ 増田 陽一 篠津中学校 
令和８年４月１日～

令和９年３月３１日 

１０ 水野 香奈 白岡中学校ＰＴＡ 

第３号委員 

学校に在籍する

者の保護者 

令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

１１ 矢部 れい美 篠津中学校ＰＴＡ 
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

１２ 藤井 亮輔 菁莪中学校ＰＴＡ 
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

１３ 加藤 政典 南中学校ＰＴＡ 
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

１４ 濱本  一 聖徳大学教授 

第４号委員 

学識経験者 

令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

１５ 安原 輝彦 浦和大学特任教授 
令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 

１６ 松﨑 慶喜 
大宮開成中学・高等

学校校長 

令和７年７月４日～

令和９年３月３１日 
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検討経過概要 

 

回・時期 審議内容 

令
和
７
年
度 

第１回 

７月４日 

⚫ 白岡市立学校適正規模･適正配置等計画策定のながれ 

⚫ 児童生徒数･学級数の推移 

⚫ 多面的な実態把握 

⚫ 学校施設･運営面での教育課題 

⚫ アンケート調査の概要  

第２回 

９月１２日 

⚫ アンケート速報結果の報告について 

⚫ 市の現状と課題を踏まえた今後の学校づくり等に関する意見

交換 

第３回 

１０月１４日 

⚫ 学校施設･運営面での教育課題 

⚫ 通学区域の調査、通学時間、通学手段の検討 

⚫ 学校を取り巻く現状と課題のまとめ 

⚫ 白岡市立小中学校の教育に関するアンケート報告書 

⚫ 白岡市立学校の適正規模･適正配置 

⚫ 小中一貫教育の制度概要 

第４回 

１１月１９日 
⚫ 「新たな学習」及び「多様なニーズへの対応」について 

第５回 

１２月１７日 

⚫ 将来ビジョン骨子（案）について 

⚫ 新たな学習について 

⚫ 地域連携について 

⚫ 環境の充実について 

第６回 

１月２１日 

⚫ 白岡市立学校の適正規模・適正配置に関する計画策定の将来ビ

ジョン（案）について 

第７回 

３月１７日 

⚫ 将来ビジョン（案）について 

⚫ 適正規模・適正配置（案）について 

令
和
８
年
度 

第８回 

５月２５日 
⚫ 適正規模・適正配置のまとめに関することについて 

第９回 

６月３０日 

⚫ 白岡市立学校の適正規模・適正配置等に係る答申（案）につい

て 

７月６日 ⚫ 答申書提出 

 

 

資料４ 
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令和８年７月６日 

 

 白岡市教育委員会 様 

 

 

                      白岡市立学校適正規模・適正配置審議会 

                      会長 濱 本  一 

 

 

   白岡市立学校の適正規模・適正配置等について（答申） 

 令和７年７月４日付け魅学第８号で諮問のあった、白岡市立学校の適正規模・適正配置

等については、白岡市立学校適正規模・適正配置審議会条例第２条に基づき、下記のとお

り答申する。 

記 

１ 白岡市全体の学校の適正規模・適正配置 

 白岡市における２０年後の児童生徒数の将来推計値を学校の適正規模の基準に照らし合

わせた結果、白岡市全体で想定される学校数は、小学校が３～４校、中学校が２～３校と

なった。 

さらに、この想定学校数と適正規模・適正配置検討条件に基づき、考えられる４つのパ

ターンを整理した。それぞれのパターンは次のとおりである。 

・パターン１「小学校３校・中学校２校」 

・パターン２「小学校３校・中学校３校」 

・パターン３「小学校４校・中学校２校」 

・パターン４「小学校４校・中学校３校」 

 

審議会において多角的な視点による議論を行った結果、パターン２「小学校３校・中学

校３校」を軸として、具体的な学校の再編案を検討していくことが妥当との結論に至った。

その理由は次のとおりである。 

⑴ 全ての小・中学校において適正規模を確保することができ、学校の過大化や過小化

に伴う児童生徒の学習・生活環境への影響や教職員の過度な負担といった各規模にお

ける課題の解消が期待できること。 

⑵ 小学校と中学校の数が一致することで、９年間の継続的な指導体制が構築しやすく

なり、学習指導の充実や子どもたちの豊かな人間性の育成、さらには一人ひとりのき

め細かな支援の向上が期待できること。 

 

２ 審議の経緯及び配慮事項 

 ⑴ 白岡市立学校の適正規模・適正配置に関する「将来ビジョン」について 

  白岡市における児童生徒数の将来推計や学校施設の現状を踏まえ、児童生徒一人ひと

りの資質・能力を最大限に伸ばせる環境づくりについて議論を重ねてきた。 

  そして、審議会での議論を通じて、白岡市が目指すべき学校のあり方を具現化するた

めに、以下の「３つの柱」と白岡市の特色を生かした教育として「図書を生かした教育」

資料５ 
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を掲げた。 

  今後は、３つの柱を軸に据え、図書を生かした教育を組み込みながら、これらに基づ

く主な取組を展開し、子どもたちにとって最適な教育環境の実現に向けた、適正規模・

適正配置の着実な推進をお願いしたい。 

 

ア 一人ひとりが輝く「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実 

(ア) 多様な学習が展開できる適正な学校規模の確保 

(イ) 少人数指導・教科担任制の充実によるきめ細やかな支援 

   (ウ) チーム担任制の導入に向けての研究 

(エ) 特別支援教育や不登校支援の充実による多様な学びの保障 

(オ) ＩＣＴ教育の深化に向けたデジタル技術の活用による学習支援体制の強化 

(カ) 「学び」と「育ち」の連続性を確保した小中連携の推進 

 

  イ 地域とともに育む「協働と創造の学び」の推進 

   (ア) 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）や地域学校協働活動の充実を図

り、地域との連携基盤の強化 

   (イ) 持続可能な運営体制の構築に向けた部活動の地域展開の充実 

   (ウ) 地域の自然・文化・産業・歴史を教材とした探究的学習の推進 

   (エ) 地域住民・企業などとの連携による社会に開かれた学びの場の拡充 

   (オ) 地域の特性や資源を活かし、地域に根ざした魅力ある学校づくりの推進 

   

ウ 安心・安全で「快適な学校環境」の実現 

   (ア) 学校施設の機能強化と魅力向上を両立した整備の推進 

   (イ) 地域の実情に応じた学校施設と他の公共施設との複合化・共用化の推進 

   (ウ) 学校間のプールの共用化や民間プールなどの利用の検討 

   (エ) 学校給食のあり方の検討 

   (オ) 学校を地域の避難所として活用するための防災機能の強化 

   (カ) 教職員の働き方改革につながる学校づくりの推進 

 

  エ 図書を生かした教育 

   (ア) 学校図書館を核とした地域共生コミュニティの創出 

   (イ) 学校図書館等のメディアセンター機能の強化 

   (ウ) 生涯学習センターを拠点とした図書を通じた住民の学習・交流の充実 

 

 ⑵ 小中一貫教育の推進について 

  白岡市が直面している児童生徒数の減少や不登校、特別支援教育への対応など、一人

ひとりに寄り添ったきめ細やかな指導体制の確保といった教育課題に対し、９年間を見

通した連続性のある指導体制の構築は極めて有効である。 

小中一貫教育を推進することは、日常的な異学年交流を通じた豊かな人間関係の形成

や発達段階に応じた指導の充実、さらには小中教職員間の連携強化によるきめ細やかな

支援の確保をもたらすものと期待される。 
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さらに、前述の方針である「小学校３校・中学校３校」の方向性は、小学校と中学校の

数が一致することから、小中一貫教育を展開していく上で効果的である。 

よって、小中一貫教育の課題を克服しつつ、推進に取り組むことをお願いしたい。 

 

３ 審議会からの意見等について 

 今後の学校の適正規模・適正配置に向けた具体的な取組にあたっては、審議会において

出された以下の意見を十分に配慮していただくようお願いしたい。 

 ⑴ 地域・保護者への対応 

  ア 地域住民等に対し、丁寧な説明を実施し、しっかりとした情報共有と共通理解を

図り、地域・保護者・教員が互いに力を高め合える信頼関係の構築に努めていただ

きたい。 

  イ 地域の特性に応じた持続可能な教育環境を整備するため、各地域の実情に即して、

必要に応じた準備委員会の設置など、丁寧な合意形成に努めていただきたい。 

  ウ 学校の適正規模・適正配置の取組にあたっては、子どもたちの学習環境や生活環

境への影響、地域の実情などを考慮し、段階的に進めていただきたい。 

エ 通学距離が伸びる場合の児童生徒に対し、通学負担を軽減するため、柔軟な通学

手段の確保などの対応をお願いしたい。 

  オ 学区の境界付近に居住する住民に対しては、通学距離等の事情を踏まえ、隣接す

る学校を選択できるような柔軟な対応の検討をお願いしたい。 

カ 中長期的な視点を持ちつつ、社会情勢や人口動向の変化に合わせ、適宜、計画内容

の見直しの検討をお願いしたい。 

 

 ⑵ 学校施設・財政管理 

  ア 学校施設と他の公共施設との複合化・共用化については、市長部局との緊密な連

携のもと、学校が有する地域コミュニティや防災といった多面的な役割を勘案し、

地域の学びや交流の拠点として活用できるよう検討をお願いしたい。 

  イ 学校の適正規模・適正配置により削減された施設維持管理費等の財源は、教育内

容の充実や指導体制強化のための予算として継続的な確保を図ることをお願いした

い。 

 

 ⑶ 教育支援・学校運営 

  ア 学校施設や学校運営における課題については、その状況を勘案しながら、速やか

に対応可能な課題から着実に取り組んでいただきたい。 

  イ 集団の中での「豊かな人間性」と「社会性」の育成を通じて、「自他を尊重し合

える関係づくり」を進め、子どもたちが安心して過ごせる環境の整備をお願いした

い。 

  ウ 確かな学力や課題を発見し解決する力を養うとともに、誰一人取り残さない視点

に立ったきめ細やかな教育支援の充実を図ることをお願いしたい。 

  エ 特別支援教育や不登校児童生徒への支援を充実させ、子どもたち一人ひとりに寄

り添った対応をお願いしたい。 

  オ 幼稚園や保育所、小学校、中学校などの連携を強化し、子どもの発達段階に応じ
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た教育の推進をお願いしたい。 

  カ 小中一貫教育の形態については、地域の実情や児童生徒数、学校施設の状況等に

応じて、最適な形態を選択するよう柔軟な対応をお願いしたい。 

  キ 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）については、学校の適正規模・適正

配置の取組の中で積極的な活用をお願いしたい。 

  ク 「図書を生かした教育」の充実に向け、まずは図書の定義や役割を明確にした上

で、学校司書等の専門スタッフの適切な配置や将来的な学校の図書室の地域開放と

いった運用の工夫の検討をお願いしたい。 

  ケ 白岡市の特色を生かした教育について、「図書を生かした教育」以外にも新たな

特色を引き続き検討することをお願いしたい。 
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小中一貫教育の制度概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中一貫教育   

小学校    中学校   の教育課    の              

    一貫  方 の   教育  う    

小中学校  の教    に  

       う       

小学校教育  中学校教育 の 

 な       

小中  教育   

   化
小中の教           

            教育 

  教育課    方   一体

的に          

小中一貫教育

小中一貫教育の な制度

   教育学校    小中一貫 小学校・中学校    る 

 制度の  

小中一貫 小学校・中学校
義務教育学校

施設分離 施設 設 

同一の設置者ー設置者

小学校６年、中学校３年
９年

（前期課 ６年 後期課 ３年）
修業年限

それぞれの学校に校長、教職員組織１人の校長、１つの教職員組織組織

所属する学校の 許状を保有していること
原則、小学校・中学校の 許状を 有

 当分の間は、小学校 許状で前期課 、
中学校 許状で後期課 の指導が可能

 許

・９年間の教育目 の設定
・９年間の 統性・体 性に配慮がなされている教育課 の編成

教育課 

施設一体 、施設 設 、施設分離 施設形態

小学校には小学校設置基準、中学校には
中学校設置基準を適用

前期課 は小学校設置基準、後期課 は
中学校設置基準を準用

設置基準

市町村教育委員会の規則等市町村の条例設置手続き
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白岡市立小中学校の教育に  るアンケ   

 

令和７（２０２５）年７月７日から８月１日までの期間で、小・中学校の学級数、通学

距離、今後の学校のあり方等に関する「白岡市立小中学校の教育に関するアンケート」を

実施しました。 

本アンケートは、白岡市立小・中学校の児童生徒、保護者、教職員、学校運営協議会委

員、市内の幼稚園、保育園に通う未就学児の保護者、さらに市民を対象として行いました。 

調査の概要は以下のとおりです。 

 

 表 調査概要 

調査対象 保護者          ：市内小・中学校の児童生徒の保護者 

教職員          ：市立小・中学校に勤務する教職員 

学校運営協議会  ：市内小・中学校の学校運営協議会委員 

児童            ：市内小学校に通学する小学４年生以上の児童 

生徒            ：市内中学校に通学する全生徒 

未就学児の保護者：市内幼稚園、保育園に通う未就学児の保護者 

市民       ：上記以外で、市内在住の１８歳以上のかた 

調査期間 令和７（２０２５）年７月７日（月） ～８月１日（金） 

調査方法 オンライン調査 

配布・回収 

 
 

調査対象 配布数 回収数 回収率 

保護者 
小学校 2,500件 812件 32.5% 

中学校 1,500件 344件 22.9% 

教職員 
小学校 162件 124件 76.5% 

中学校 101件 72件 71.3% 

学校運

営 

協議会 

小学校 30件 17件 56.7% 

中学校 20件 11件 55.0% 

小・中学

校 

25件 15件 60.0% 

児童 

４年生 427件 430件 100.7% 

５年生 435件 407件 93.6% 

６年生 469件 437件 93.2% 

生徒 

１年生 417件 398件 95.4% 

２年生 402件 372件 92.5% 

３年生 392件 370件 94.4% 

未就学児の保護者 1,700件 421件 24.8% 

市民 - 171件 - 

合計（市民を除く） 8,580件 4,230件 49.3% 

 

資料７ 
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 表  な 問 

学校全般について これからの学校教育で重要だと思うもの 

教育活動について 小規模校・大規模校のメリット・デメリット 

学級数等について １学年あたりの望ましい学級数とその理由 

通学時間・通学区域につい

て 

通学時間・望ましい通学時間の許容範囲 

学区設定で重要だと思う項目 

学校施設について 

これからの学校施設で重要だと思うもの 

施設の老朽化によって発生する問題で重要だと考える

項目 

学校施設の複合化 

プールについて プール施設等で重要だと思うもの 

給食について 学校給食の提供について、特に重要だと思うもの 

 

※ アンケート結果の詳細は、市公式ホームページに掲載しています。 

詳細はこ ち ら  ▶ 


